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第1章 背景と目的

1.1 背景

数値解析の利点は，自然災害のように規模が大きく実験で再現が難しい現象に対しても

定量的に予測ができること，流体の動きやひずみ発達の程度を数値的に可視化すること

でメカニズムの把握に繋がることが挙げられる。これらの利点を最大限活用されるため

には，解析手法が正しくプログラムされているか，ならびにその結果に妥当性があるかを

実証し，データを蓄積していくことが重要であると考えられる。数学モデル（解くべき偏

微分方程式）や離散化の方法（有限要素法など）といった数値解析手法を十分理解せずに

数値解析が実施され，ツールの検証や解析結果の妥当性確認を十分に実施されなければ，

その解析結果の信頼性が保証されにくくなる。

そこで，数値解析の信頼性保証の考え方の一つにVerification & Validation(V&V，検証

と妥当性確認)があり，英国のNAFEMS1)や米国機械学会ASME2)の活動に代表される。

ASMEで示されているV&Vの概略フロー 2)を図 1.1に示す。V&Vフローでははじめに

「所期の利用目的 (Intended Use)」を決定する。計算モデルの用途であり，何を目的に数

値解析を実施するかを明確にする。次の概念モデルでは，数値解析の対象とする問題の

理想化や着目する物理量，妥当性確認の要求精度の決定を行う。数学モデルは偏微分方程

式，計算モデルは数学モデルを離散化し実装したものである。検証は，コード検証 (Code

Verification)と解析検証 (Calculation Verification)の 2つに分かれる。コード検証は解析

解との比較を通じて，プログラミングエラーがないことと格子収束性を確認する。解析検

証では解析解との比較ではなく，対象としている問題における格子収束性を確認する。

最後の妥当性確認 (Validation)では，実験条件や手順を確立した上で複数回実施した実

験結果との比較を行い，予め設定した妥当性確認の要求精度を満足するかどうか判定す

る。ここでは，実験結果と解析結果ともに不確かさの定量化が要求される。図 1.2に示す

ように，実験・解析には様々な不確かさが含まれているため，結果も不確かなものになる

と予想できる。

地盤工学における数値解析は変形予測や対策工の性能評価，被災後の構造物の性能評

価などで実施されてきた。従来の妥当性確認は，実験と解析の一対一比較を通じてなされ

てきた。しかしこの場合，実験結果や解析結果は実験者・解析者の主観に基づくことにな

り，客観性が不足する。実験では，実験条件やそのスケールによって複数回行うことも困

難である。複数回行えても完全に同一の供試体や模型を作ることは難しく，含水比状態や
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間隙比を一致させることが難しい。解析では，数が限定された地質データや現場試験，室

内試験の結果を基に解析者の判断で材料パラメーターの決定がなされている。従って，従

来の一対一比較の妥当性確認では，実験と解析に含まれる不確かさが明確ではないため，

解析結果が正しいかどうか保証されにくい。また，解析結果が過大・過小評価をしたとき

に何が要因なのかが明確にならない。

妥当性確認における数値解析のフロー 2)を図 1.3に示す。入力の不確かさとして，構

成式の選択，解析パラメーター（弾塑性パラメーターや盛土質量），均質地盤と仮定する

か，盛土のモデル化の影響，などが挙げられる。これらを考慮し数値解析を実施すれば，

様々な不確かさを含んだ解析結果が得られる。実験も解析も，それぞれの結果のばらつき

に影響を与えうる項目を抽出することが重要となる。

図 1.1　V&Vの実施フロー 2)

図 1.2　不確かさの定量化に基づく妥当性確認 2)に一部加筆

2



図 1.3　不確かさを考慮した数値解析フロー 2)に一部加筆

1.2 既往の研究

近年では土木分野でもV&Vの考えに基づき実験が進められている。コンクリートの分

野では，車谷ら 3)がRCはりの一斉載荷実験から不確かさの定量化を検討している。所有

する試験機は異なるが，同様の実験を一斉に実施している。完全には統一できない実験条

件の違いが実験結果に与える影響について検討した研究である。

地盤工学分野では，室内試験では試験結果のばらつきに影響を与える要因を明らかにす

る研究が実施されている。例えば，液性限界・塑性限界試験 4)では，結果のばらつきに与

える要因として試験員の熟練度や試料の準備方法（湿潤か乾燥），試料の練り時間などを

抽出し，それらの影響度を求めている。粒度試験 5)では，試験結果である通過質量百分

率に影響する要因を，いくつかのグループ（試験機器・試験方法・試験者・試料・試験環

境）に分け，そのグループの中でさらに要因を抽出している。数値解析では，材料の不均

質性が斜面安定性に与える影響に関する研究 6)や，地盤構造物設計に関する不確実性寄

与度分析に関する研究 7)が挙げられる。

このように，室内試験や数値解析の結果のばらつきに影響する要因を抽出し，それらが

どの程度影響しているか分析する研究が進められている。しかし，三軸試験や遠心模型実

験では確立された実験手順で複数回実施された事例は少なく，要因の抽出やその影響度を

検討するにはまだ至っていない。従って，実験と解析の多数対多数の比較を通じて数値解

析の妥当性確認がなされた事例もほとんどない。

1.3 目的

本研究では，粘性土地盤の圧密およびせん断変形を対象にV&Vの適用を試みる。まず，

数値解析手法が正しくプログラムされていること，対象とする問題に対する有限要素法の
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正確さといった性能確認のため，コード検証と解析検証を実施する。次に，対象とする問

題に関する実験を多数を行い，従来の実験と解析の一対一比較ではなく多数対多数の比較

を通じた，客観性をもった数値解析の妥当性確認を行う。

所期の利用目的を粘性土地盤の変形予測として，着目する物理量を粘性土地盤の沈下量

と設定する。これらに対して，実験では遠心模型実験と三軸試験を実験条件や手順を確立

した後複数回実施する。遠心模型実験では，予圧密載荷による圧密変形および盛土による

せん断変形を対象とする。三軸試験では，数値解析の構成式に用いる弾塑性パラメーター

である圧縮指数，膨潤指数，限界状態応力比を得る。沈下量や弾塑性パラメーターのばら

つきを得るとともに，そのばらつきに影響を与えうる要因を抽出する。数値解析では，ま

ず数値解析手法の検証として解析解との比較とメッシュサイズによる収束性を検討する。

その後，沈下量に影響を与える要因 (材料パラメーターや盛土質量のばらつき)を考慮し

た，遠心模型実験の再現解析を実施する。ここで，ASMEが提示している妥当性確認の

要求精度を参考し，妥当性確認を行う。

加えて，V&Vの目標の一つに PIRT(Phenomena Identification and Ranking Table)8)

の構築がある。PIRTとはある現象に対して影響を与えうる要因を抽出し，その影響度を

評価したものを表にまとめたものである。三軸試験や遠心模型実験では，要因の抽出やそ

の影響度を検討した事例は少ない。また，数値解析では沈下量に与えうる要因を抽出し，

それを一つずつ考慮した解析を行うことにより，その影響度を検討しなければならない。

結果に影響を与える要因全てを検討することは難しいため，PIRTを構築することにより

検証実験や数値解析で優先的に考慮すべき点が明確になる。本研究では，粘性土地盤の圧

密およびせん断変形に関するPIRTを作成し，この問題に対するV&Vの適用性について

検討する。

図 1.4　作成される PIRTの例

1.4 本論文の構成

2章：三軸試験 数値解析に用いる弾塑性パラメーターを得るための三軸試験について述

べる。弾塑性パラメーターのばらつきに影響を与える要因を抽出する。
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3章：遠心模型実験 粘性土地盤の圧密およびせん断変形問題を対象とした遠心模型実験

について述べる。粘性土地盤の沈下量に着目し，そのばらつきに影響を与える要因を抽出

する。

4章：多孔質体理論に基づく有限要素解析手法 本研究で用いる数値解析手法について述

べる。

5章：数値解析手法の検証 数値解析手法のコード検証と解析検証を実施する。

6章：数値解析手法の妥当性確認 検証を行った数値解析手法を用いて，遠心模型実験を

対象に妥当性確認を実施する。

7章：結論 粘性土地盤の圧密およびせん断変形問題にV&Vの考え方を適用した結果を

まとめる。
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第2章 三軸試験

数値解析に使用する弾塑性パラメーターを得るための圧密非排水試験を実施した。こ

こでは，最終的な結果である弾塑性パラメーターのばらつきを得ることが目的である。こ

れには供試体の状態や計測誤差が含まれており，結果に及ぼす各要因について明記する。

本章では，実験装置や供試体作製，実験手順および結果について記述する。

2.1 実験装置

2.1.1 三軸試験機

三軸試験機を図 2.1に，システム図を図 2.2に示す。供試体の上下部の間隙水圧を計測

する間隙圧計と変位計，ロードセルを三軸室の外に設置する。これらの計測器をインター

フェースに繋ぐ。ファンクションジェネレーターで制御した電空変換器とブースターを介

してベロフラムシリンダーに空気圧を送ることで軸力が作用する。

(a) 三軸室 (b) 経路

図 2.1　三軸試験機
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図 2.2　三軸試験機のシステム図

2.1.2 予圧密載荷装置

予圧密載荷装置のシステム図を図 2.3に示す。コンプレッサーで生成された圧縮空気を

レギュレータ―で調節してベロフラムシリンダーに空気圧を送りロッドを押す。ロッドを

介して載荷板を押すことによりスラリー状粘土を圧密する。載荷板は排水孔があるもの

を使用する。土槽下部にも排水孔があり両面排水とする。ロッドの先端にロードセルを取

り付けて予圧密圧力を，変位計で載荷板の変位（粘土地表面の変位）を計測し，インター

フェースを介して PCと接続している。

2.2 供試体作製

2.2.1 使用材料

実験材料には信楽粘土を用いる。その物性値を表2.1に，粒径加積曲線を図2.4に示す。
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図 2.3　予圧密載荷装置のシステム図

表 2.1　信楽粘土の物性値
パラメーター 記号 数値
土粒子密度 ρs (g/cm

3) 2.57

液性限界 wL (%) 35.7

塑性限界 wp (%) 18.4

図 2.4　粒径加積曲線

2.2.2 用具

本実験で使用する用具を図 2.5に示し，それらについて記述する。

1. トリマー：ブロック状試料を円柱状に成形するために使用。下部に回転台，上部に

留め具がついており，試料を押さえて回転させながら成形していく。
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2. 蒸発皿：三軸試験終了後，供試体の炉乾燥質量を測定するために使用。

3. シャーレ：供試体作製時に排出される粘土の含水比を測定するために使用。

4. 拡張器：供試体にゴムスリーブを被せるために使用。

5. ペデスタル：三軸試験機底盤上，供試体下部に設置する。供試体と同じ直径となる

よう，直径 50mmのものを使用。

6. ワイヤーソー：ブロック状試料を円柱状に成形するために使用。

7. Oリング：ゴムスリーブをキャップ及びペデスタルに装着するためのもの。その内

径が締め付け部の直径の 80％程度で漏れを防止するのに十分の力を有するものと

する。

8. さじ：供試体作製時に排出される粘土の含水比を測定する際，シャーレに試料を移

すために使用。

9. 鋼製ヘラ：マイターボックスに入った供試体の端面を成形するために使用。

10. 電子ノギス：完成した供試体の直径および高さを計測するために使用。

11. モールド：供試体をペデスタルに設置した後，供試体が動かないよう留めておくた

めに使用。

12. グリス：供試体内や三軸セル内を密封状態にするためOリングやペデスタル，キャッ

プに塗る。

13. ろ紙：円形タイプは供試体上面及び下面に敷き，試料がポーラスストーン内に入り

込むのを防止する。短冊タイプは排水用のフィルターとして供試体側面に貼付する。

14. ゴムスリーブ：完成した供試体を覆うために使用。直径 50mm，高さ 180mm，厚さ

0.2mmのものを使用。

15. マイターボックス：二つ割りにでき，内径が供試体直径よりわずかに大きく，両端

が平行かつ軸方向に直角なもの。

16. バイブレーター：スラリー状粘土の間隙空気を抜くために使用。

17. 撹拌機：粘土と水を混ぜ合わせてスラリー状粘土にするために使用。
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図 2.5　使用用具

2.2.3 供試体作製および設置，飽和

予圧密

1. 組み立てた剛土槽の底部の排水管をポーラスストーンで覆う。

2. 蒸留水で湿らせた珪砂 4号を，ポーラスストーンと同じ高さ 50mmになるように十

分突き固めた後，その表面にろ紙を敷く。排水層完成時を図 2.6に示す。

3. 図 2.7のように圧密の均等性や脱気性能を確保するため，液性限界より高い含水比

50%に調整した信楽粘土を，攪拌機を用いて混合しスラリー状にする。

4. 間隙空気の存在は地盤の空間的な不均質性を生む要因に成り得るため，図 2.8のよ

うに振動機を用いて十分に間隙空気を抜きながらスラリー状粘土を数回に分けて土

槽に流し込む。なお，このときのスラリー状粘土のみの質量は 20kgである。

5. 予圧密載荷時に粘土が漏れることを防ぐため，スラリー状粘土表面にろ紙を敷く。

6. 図 2.9のように載荷板を載せ，水平を取る。

7. コンテナに土槽を入れ，予圧密載荷装置に設置する。その後，載荷板上部 30mm程

度の高さに水を張る。同様に，水頭差をなくすためこの高さと同程度になるまでコ

ンテナにも水を張る。

8. 載荷装置にロードセルを取り付け，載荷板と接着させる。変位計を取り付けて載荷

板の沈下量を計測する。
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9. レギュレータを調節してエアーシリンダー内のロッドに空気圧を作用させることに

より載荷板を押し，粘土表面に段階的に圧力をかけていく。粘土表面にかかる圧力

とその載荷時間を表 2.2に示す。

10. 予圧密が終了すると圧力の除荷と載荷板を取り外し，粘土をブロック状に切り出す。

11. 切り出した試料を濡れたタオルとラップで包み，密閉できる袋に入れる。

12. 試料の含水比の変化を避けるため，恒温室の水温一定の条件下でコンテナに水中保

管する。

図 2.6　排水層 図 2.7　信楽粘土の練り混ぜ

図 2.8　土槽への流し込み

図 2.9　予圧密開始前

供試体の作製

切り出した試料からトリミング法により供試体を作製する。寸法のばらつきが結果に

影響を与えないように，作製に関して数回練習を行った後，直径 5.04cm ± 0.8%，高さ

10.02cm± 0.8%の精度を目標とする。
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表 2.2　予圧密圧力とその載荷時間

　

載荷順 予圧密圧力 (kPa) 載荷時間 (h)

1 1.0 1.0

2 2.0 1.0

3 4.0 1.0

4 8.0 3.0

5 16.0 6.0

6 23.0 12.0

7 30.0 24.0

8 45.0 3t法により決定

1. ブロック状の試料をトリマー，マイターボックス，ワイヤーソーを用いて成形する。

供試体に直接手を触れないようにするため，マイターボックスにはラップを巻いて

おく。

2. 供試体の直径D0，高さH0，全体質量m0を測定し，初期体積 V0を計算する。

3. 削り取った試料の中からサンプルを 3つ採取し含水比woutを測定する。

4. 供試体の側面に排水用ろ紙を張る。ろ紙は供試体よりも大きめに切って供試体に引っ

掛けられる状態にし，多少の動きで外れないようにしている。

供試体の設置

文章中の丸数字は図 2.2に対応する。

1. ポーラスストーンを予め湯煎して空気を十分抜いておく。ペデスタルにポーラスス

トーンを取り付けてから脱気水を通水させて表面を湿らし，ろ紙を載せる。その上

にマイターボックスに入った供試体を設置し，マイターボックスを取り外す。

2. ゴムスリーブ拡張器の内側にゴムスリーブを貼り，上下を折り返した後，枝管に負

圧をかけてゴムスリーブを内壁に密着させる。

3. ペデスタル上の供試体を拡張器で覆い，供試体にゴムスリーブを取り付ける。ゴム

スリーブ下端はペデスタルに被せてOリングで固定する。

4. 供試体をモールドで固定し，ゴムスリーブ上端をモールドに折り返してから，供試

体上部にろ紙を載せる。

5. クランプを緩めて，供試体に力がかからないようにキャップと供試体上面のろ紙を

密着させてクランプを締める。
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6. モールドに折り返したゴムスリーブ上端をキャップに被せてOリングで固定し，モー

ルドを取り外す。

7. ペデスタルから脱気水を流入させ，ゴムスリーブ内の空気を取り除く。

8. セルを取り付けて三軸室を載荷装置に載せて，変位計を取り付ける。

9. 経路 14⃝を開けて水頭差を利用してセル水をゆっくり入れる。セル水の水位は供試体
上部のOリングが浸かるようにする。セル水は水道水で構わない。

10. ファンクションジェネレーターを操作して，ベロフラムシリンダーのロードセルを

三軸試験機のロッドが密着する手前までゆっくり降ろす。

供試体の飽和

供試体の飽和度を高める方法として，1) セル圧を加えた供試体の内部に脱気水を通水

する方法，2) 背圧を十分加える方法，3) セル圧を加えた供試体内の間隙空気を炭酸ガス

に置き換えて 1)，2)を用いる方法，などが挙げられる。ここでは，1)の方法を採用した。

1. セル圧を 10kPaかけて，間隙水圧計の空気を抜く。

2. 経路 6⃝ 7⃝ 8⃝ 9⃝ 10⃝ 11⃝ 17⃝を開けて，セル圧と背圧の差を変えないように 10kPaずつセル

圧と背圧を交互に上げていく。最終のセル圧と背圧はそれぞれ，210kPaと 200kPa

である。背圧がセル圧を超えると供試体内部の圧力の方が大きくなり膨張する。こ

れは試験失敗となるため注意する。

3. 経路 6⃝ 10⃝ 17⃝を閉じ， 13⃝を開ける。次に， 2⃝ 4⃝を開けて供試体下部から通水を行う。
タンクに排水されたことを確認して通水を終了する。

4. 経路 8⃝ 9⃝を閉じて非排水状態とし，セル圧を 310kPaまで上げる。しばらく時間が

経過してから，供試体が飽和しているかどうかを確認するため間隙圧係数B値を測

定する。B値は間隙水圧の増分値をセル圧の増分値で除した値であり，0.95以上で

あれば飽和しているとみなす。

2.3 実験手順

2.3.1 圧密過程

供試体のB値が 0.95を超えることを確認をした後，圧密過程に移行する。この過程で，

圧縮指数 λと膨潤指数 κを得る。拘束圧 20kPa，40kPa，80kPa，20kPa，80kPaの順に載
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荷と除荷を行い，最終拘束圧は 100kPa，150kPa，200kPaの 3パターンである。実験回

数はそれぞれ，2・2・3ケースの合計 7ケースである。各段階の載荷終了判定は 3t法に従

う。圧密過程での結果整理方法を以下に示す。

1. 各載荷段階における圧密後の供試体体積 Vc(cm
3)を次式により算定する。

Vc = V0 −∆Vw (2.1)

ここに，V0は初期体積，∆ Vwは差圧計で計測した排水量である。

2. 各載荷段階における圧密後の供試体高さHc(cm)を次式により算定する。

Hc = H0 −∆Hc (2.2)

ここに，H0は初期高さ，∆ Hcは圧密に伴う軸変位量である。

3. 圧密後の供試体断面積Ac(cm
2)を次式により算定する。

Ac = Vc/Hc (2.3)

4. 各載荷段階終了後における圧密後の間隙比 eを次式により算定する。

e = (Vc − Vs)/Vs (2.4)

ここに，Vsは供試体の土粒子体積 (cm3)である。

2.3.2 せん断過程

せん断過程ではセル圧とひずみ速度を一定にして連続的に供試体を圧縮する。この過

程から，応力ひずみ関係や限界状態応力比Mを得る。ひずみ速度は 0.05mm/minである。

終了条件は，1) 圧縮力が最大となって引き続き軸ひずみが 3%以上生じる，2) 圧縮力が

最大値の 2/3程度に減少する，3) 軸ひずみが 15%に達する，のどれかを満足した場合で

ある。載荷が終了すれば供試体を炉乾燥して，炉乾燥質量ms・供試体の含水比winを測

定する。せん断過程での結果整理方法を以下に示す。

1. 供試体の軸ひずみ εa(%)を次式で算定する。

εa =
∆H

Hc

× 100 (2.5)

ここに，∆Hは供試体の軸変位量 (cm)である。

14



2. 軸ひずみ εa(%)の時の主応力差 q(kPa)を次式で算定する。

q = σ′
1 − σ′

3 =
P

Ac

(1− εa
100

)× 10 (2.6)

σ′
3 = σ − u (2.7)

ここに，σ′
1は有効鉛直応力 (kPa)，σ′

3は有効水平応力 (kPa)，P は軸荷重 (N)，σは

セル圧 (kPa)，uは供試体に作用する間隙水圧 (kPa)である。

3. 平均有効主応力 p′(kPa)を次式で算定する。

p′ =
σ′
1 + 2× σ′

3

3
(2.8)

2.3.3 実験ケース

実施した実験ケースを表 2.3に示す。最終拘束圧 100kPaが 2ケース，150kPaが 2ケー

ス，200kPaが 3ケースの合計 7ケース実施した。排水量は差圧計から算出していたが，途

中，差圧計が不具合を起こしたためビュレットの読みにより計測した。ケース 3，4，7は

ビュレットの読みで排水量を計測した。

表 2.3　三軸試験の実験ケース

ケース 最終拘束圧 (kPa) 排水量計測
1 100 差圧計
2 100 差圧計
3 150 ビュレット
4 150 ビュレット
5 200 差圧計
6 200 差圧計
7 200 ビュレット

2.4 実験結果

2.4.1 圧密過程

圧密過程から得られる e− ln p関係での圧縮指数 λと膨潤指数 κと，本研究の数値解析

で用いる ln v− ln p関係における圧縮指数 λ̂と膨潤指数 κ̂の結果を示す。各ケースにおけ

る e− ln p関係と ln v − ln p関係を図 2.10から図 2.16に示す。圧縮指数と膨潤指数の値

はそれぞれ図中に記載している。また，λ̂と κ̂のヒストグラムを図 2.17，図 2.18に示す。

ヒストグラムの縦軸は相対度数を表し，各区間の頻度を総頻度で除した値である。それぞ
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れの標本に基づいた平均値および標準偏差は図中に記載している。λ̂の変動係数は 7.3%，

κ̂の変動係数は 3.9%であった。

λ̂，κ̂のばらつきの要因として，初期間隙比，圧密中の排水量（体積変化），供試体の寸

法，含水比のばらつきが挙げられる。また，ln v − ln p関係を近似線でグラフを描き，そ

こからさらに接線を描いて λ̂，κ̂を決定している。その引き方には人の考え方が反映され

ることもある。そのため，標本が少ない場合には多種の考え方を考慮して，ある程度材料

パラメーターの分布に幅を持たせておくことも必要であると考えられる。標本数を増加さ

せることにより，その幅を徐々に再考していくことが望ましい。

2.4.2 せん断過程

せん断過程で観測された応力ひずみ関係と応力経路をまとめたものを図 2.19，図 2.20

に示す。せん断過程初期は拘束圧に依らずばらつきが小さいが，せん断が進行すると徐々

にばらつきが発生している。圧密過程が終了した後，供試体の間隙比がケース間で大きく

ばらついているが，せん断過程初期ではその影響は小さい。しかし，同じ拘束圧であって

も降伏応力にばらつきが見られるため，圧密後の供試体の状態が結果に影響を与えている

と考えられる。

次に，応力経路から得られる限界状態応力比M の結果を示す。M は 3つの拘束圧を

使って 1つの値を計算した。従って，2×2×3=12例の応力経路を得た。得られた応力経路

を図 2.21から図 2.32に示す。得られたMのヒストグラムを図 2.33に示す。変動係数は

1.2%であった。M の決定には応力経路のばらつきが影響する。また，今回は降伏応力の

決定や線の描き方が解析者によって判断されている。このような場合に解析者の考えが 2

重に反映されてしまい，M のばらつきを生成してしまう。従って，最小二乗法を用いて

M を決定することにより，降伏応力の決定を除いて，解析者の考え方によるばらつきは

極力削減すべきであった。
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(a) e− ln p関係 (b) ln v − ln p関係

図 2.10　ケース 1

(a) e− ln p関係 (b) ln v − ln p関係

図 2.11　ケース 2

(a) e− ln p関係 (b) ln v − ln p関係

図 2.12　ケース 3
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(a) e− ln p関係 (b) ln v − ln p関係

図 2.13　ケース 4

(a) e− ln p関係 (b) ln v − ln p関係

図 2.14　ケース 5

(a) e− ln p関係 (b) ln v − ln p関係

図 2.15　ケース 6
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(a) e− ln p関係 (b) ln v − ln p関係

図 2.16　ケース 7

図 2.17　 ln v − ln p関係における圧縮指数 λ̂のヒストグラム

図 2.18　 ln v − ln p関係における膨潤指数 κ̂のヒストグラム
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図 2.19　全ケースの応力ひずみ関係 図 2.20　全ケースの応力経路

図 2.21　応力経路 1例目 図 2.22　応力経路 2例目

図 2.23　応力経路 3例目 図 2.24　応力経路 4例目
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図 2.25　応力経路 5例目 図 2.26　応力経路 6例目

図 2.27　応力経路 7例目 図 2.28　応力経路 8例目

図 2.29　応力経路 9例目 図 2.30　応力経路 10例目
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図 2.31　応力経路 11例目 図 2.32　応力経路 12例目

図 2.33　限界状態応力比M のヒストグラム
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2.5 弾塑性パラメーターに対するPIRT

三軸試験から得られる弾塑性パラメーターに対するPIRTの作成に関して，その不確か

さに影響する要因を抽出する。まず，圧密過程前の供試体の状態である。各ケースの供試

体の各諸量を表2.4と表2.5に示す。表中の平均値，標準偏差は標本に基づくものである。

直径と高さのばらつきは体積のばらつきに影響を与える。これらは人的制御が可能なパラ

メーターであるため，目標の精度に作製するよう努める。本研究では，変動係数も小さく

精度の良い供試体寸法であった。供試体作製時に排出された粘土から計測した含水比wout

は変動係数が小さく，恒温室水温一定での保管の効果が見られる。しかし，供試体の含水

比 winは woutと比較して変動係数が大きく，ケース間で含水比がばらついている。供試

体作製自体は恒温室で行っていないため，作製中あるいは試験機に設置するまでに含水比

の変化があったと考えられる。供試体の含水比のばらつきが大きく，炉乾燥質量のばらつ

きは小さいことから，供試体に含まれる間隙水のばらつきが大きいことを意味している。

間隙比は全体の体積と土粒子体積から計算している。全体の体積と土粒子体積のばらつき

が小さいため，計算上は変動係数が小さく精度が良いと判断される。

次に圧密過程における各段階での排水量と間隙比遷移を表 2.6，表 2.7に示す。最終拘

束圧に関してはケース間で条件が異なるため，平均値と変動係数を計算していない。排水

量はケース間にばらつきが見られ，特に低拘束圧である 20kPaの時点のばらつきが大き

い。排水量のばらつきには，供試体の初期体積と含水比に起因する間隙水量のばらつきが

影響していると考えられる。間隙比に換算したとき，初期の変動係数から段階を経ること

によりばらつきが大きくなることがわかる。実験を経ることでばらつきが増幅することを

示唆しているため，初期のばらつきをできる限り小さくしなければならない。

以上の要因とその影響をまとめて，各過程におけるPIRTを表 2.8から表 2.10に示す。

影響度のランク付けの基準は，弾塑性パラメーター (供試体の変形)に影響し人的制御で

きない項目をHigh，影響する可能性はあるが人的制御ができる項目をMid，影響度が小

さいあるいは不明な項目を Lowとした。本来，統計的かつ定量的評価に基づきランク付

けをしなければならない。そこで既往の研究 4, 5)に見られるような各要因に対する検証実

験を実施し，分散分析のような処理を行う必要がある。本研究では各要因に対する検証実

験はできていないが，弾塑性パラメーターの不確かさに含まれる要因を明記することは，

弾塑性パラメーターの客観性を示すために重要なことであると考えられる。
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表 2.4　供試体の諸量 1

　

ケース 直径 (cm) 高さ (cm) 体積, V0(cm
3) 全体質量, m(g)

1 5.044 10.019 200.193 379.910

2 4.996 10.062 197.231 372.270

3 4.981 10.019 195.250 374.850

4 4.991 10.006 195.735 375.500

5 5.054 10.062 201.824 360.390

6 5.035 10.034 199.752 384.810

7 4.998 10.006 196.291 369.050

平均値 5.014 10.030 198.039 373.826

標準偏差 0.029 0.024 2.540 7.824

変動係数 (%) 0.58 0.24 1.28 2.09

表 2.5　供試体の諸量 2

　

ケース 炉乾燥質量, ms(g) 含水比, win(%) 含水比, wout(%) 間隙比
1 278.040 36.6 33.1 0.85

2 279.960 33.0 33.6 0.81

3 281.868 33.0 32.3 0.78

4 282.734 32.8 34.0 0.78

5 279.250 29.1 33.3 0.86

6 282.158 36.4 32.2 0.82

7 279.091 32.2 31.9 0.81

平均値 280.443 33.3 32.9 0.81

標準偏差 1.802 2.6 0.8 0.031

変動係数 (%) 0.64 7.78 2.37 3.76

表 2.6　圧密過程における各段階での排水量（cm3）

　

ケース 1 2 3 4 5 6 7 平均値 変動係数 (%)

20kPa 2.81 2.21 3.90 4.00 2.44 3.09 2.15 2.94 25.9

40kPa 2.49 3.05 3.70 2.45 2.93 2.84 2.70 2.88 14.7

80kPa 4.58 4.95 5.40 4.35 4.82 4.76 5.20 4.87 7.33

20kPa -1.20 -1.91 -1.30 -1.60 -1.82 -1.64 -2.05 -1.65 -19.0

80kPa 1.93 1.62 1.90 1.50 1.76 1.81 1.95 1.78 9.4

最終拘束圧 kPa 1.19 0.89 4.50 4.70 7.26 8.07 7.50 - -
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表 2.7　圧密過程における各段階終了時での間隙比遷移

　

ケース 1 2 3 4 5 6 7 平均値 変動係数 (%)

初期 0.85 0.81 0.78 0.78 0.86 0.82 0.81 0.81 3.8

20kPa 0.82 0.79 0.75 0.74 0.84 0.79 0.79 0.79 4.4

40kPa 0.80 0.76 0.71 0.72 0.81 0.77 0.76 0.76 4.9

80kPa 0.76 0.72 0.66 0.68 0.76 0.72 0.72 0.72 5.2

20kPa 0.77 0.73 0.67 0.70 0.78 0.74 0.73 0.73 5.2

80kPa 0.75 0.72 0.66 0.68 0.76 0.72 0.72 0.72 5.0

最終拘束圧 kPa 0.74 0.71 0.62 0.64 0.70 0.65 0.65 - -

表 2.8　供試体作製から設置に対する PIRT

　

要因 影響度
供試体の初期寸法：寸法のばらつきは体積のばらつきに影響する。電
子ノギスによる計測誤差も含まれる。

Mid

供試体作製中の含水比変化：乾燥の程度は室温や気温が影響するため，
恒温室下で行うことが望ましい。恒温室下で作業できない場合は，で
きる限り迅速に供試体を作製し三軸試験機に設置する。

Mid

初期間隙比のばらつき：供試体の圧縮量に影響を与える。 High

ブロック状試料の切り出し位置のばらつき：載荷板を用いて均一に圧
力が作用しているかどうか。

Low

供試体を三軸試験機に設置する際の寸法変化：ゴムスリーブやモール
ドを取り付けるため，初期寸法が変化しないようにする。供試体のゴ
ムスリーブの間の空気を抜く作業でも注意する。

Mid

設置位置のずれ：供試体の中心と軸力の中心が整合しているかどうか。 Mid
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表 2.9　圧密過程に対する PIRT

　

要因 影響度
等方拘束圧のばらつき：軸力と側圧が一致しているかどうか。数値の
確認はインターフェースを介してPCで行うため，厳密な制御は困難
である。

High

各段階における圧密終了に至る時間のばらつき：終了判定を 3t法で
行っているため圧密時間がばらつき供試体の強度にも影響を与える可
能性がある。

High

間隙比のばらつき：本研究の実験では圧密の進行とともにばらつきが
増幅することを確認している。

HIgh

排水量のばらつき：全体体積，炉乾燥質量，含水比が間隙水量のばら
つきが影響している。他には，等方拘束圧のばらつきも影響している
と考えられる。

High

表 2.10　せん断過程に対する PIRT

　

要因 影響度
圧密後の供試体寸法のばらつき：圧密後の体積や高さ，直径はケース
間で異なる。

High

圧密後の間隙比のばらつき：本研究の実験では同じ最終拘束圧でもケー
ス間で間隙比のばらつきを確認した。ただし，これは初期間隙比のば
らつきの影響も含まれている。

High

圧密後の供試体強度のばらつき：応力ひずみ関係と応力経路から降伏
応力にばらつきが確認された。

High
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第3章 遠心模型実験

数値解析の妥当性確認の対象とした，粘性土地盤の変形に関する遠心模型実験を実施し

た。本章では，実験装置や相似則，実験手順および結果について記述する。なお，本章に

おける寸法は全て模型スケールで示す。

3.1 実験装置

本研究で使用した遠心載荷装置の概要図を図 3.1に，全体図を写真 3.1に示す。有効半

径 1.5mのビーム型遠心載荷装置で，最大遠心加速は 100G，最大搭載質量は 400kgであ

る。土槽をその長手方向が回転面に対して直行するよう設置することにより，回転半径の

影響 (遠心加速度が回転軸に対して放射状になること)を低減する設計となっている。モー

ターの回転数を制御するインバーターのコントローラーの入力電圧は，外付けの多回転ポ

テンショメーターにより調整するようになっている。ポテンショメーターのダイヤルメモ

リならびに入力電圧と遠心加速度の関係はあらかじめ確認して一覧表が作成されている。

実験時の遠心加速度は，このダイヤルメモリと遠心装置の主軸の回転数により調整・確認

をする。ビームの上にコントロールボックスが設置されており，実験模型に取り付けられ

た間隙水圧計や変位計から得られるデータを記録するためのデータロガー (写真 3.2)，実

験の様子を撮影するデジタルカメラを制御するためのリモートパソコンが搭載されてい

る。データロガーの記録可能なチャンネル数は最大 24チャンネルである。これらの機器

は装置上部のスリップリングと LANケーブルを経由して外部のパソコンと接続されてお

り，データ処理やカメラ操作を遠隔で行うことが可能である。

図 3.1　遠心載荷装置の概要図
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写真 3.1　遠心載荷装置の全体図

写真 3.2　データロガー

3.2 相似則

遠心模型実験とは，幾何学的に縮小された (1/n)小型模型に遠心力（ng）を作用させ，

その挙動を観察する手法である。土の変形は拘束圧に依存しており小型模型の拘束圧が実

構造物と異なっていると，実験で観察される挙動が実現象と異なるものとなる。実構造物

の応力レベルを小型模型でも再現できるようにするために，遠心力を作用させる。

遠心模型実験の利点としては，土の自重効果が再現可能，時間の短縮などが挙げられ

る。ここでは，実構造物の 1/nの幾何学的に相似な模型をつくり，これが ng場にあると

きの相似関係について説明する。なお，添え字mは模型，pは実物を表す。

長さ lm，面積Am，体積 Vmは以下のように表す。

lm =
lp
n

(3.1)

Am =
Ap

n2
(3.2)
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Vm =
Vp

n3
(3.3)

単位体積重量 γm，土の重量Wm，深さ zmにおける鉛直応力 σmは，以下のように表す。

γm = nγp (3.4)

Wm = γmVm =
nγpVp

n3
=

Wp

n2
(3.5)

σm = γmzm =
nγpzp
n

= σp (3.6)

模型と実構造物の鉛直応力が等しくなることから，土要素のひずみ εmも等しくなる。ひ

ずみを長さで積分して算出される変位量 dmと併せて，以下のように表す。

εm = εp (3.7)

dm =
dp
n

(3.8)

次に間隙水の流れについて示す。距離∆lの距離を速度 vで流れることに要する時間 t

は，模型と実物に関してそれぞれ以下のように表す。

tm =
∆lm
vm

(3.9)

tp =
∆lp
vp

(3.10)

速度 vはダルシー則により透水係数 kと動水勾配 iで表されるため，模型と実物に関して

それぞれ以下のように表す。ただし，動水勾配は無次元量なため，模型と実物で等しい。

vm = kmim (3.11)

vp = kpip (3.12)

透水係数 kは材料定数である絶対透水係数K，粘性係数 µ，単位体積重量 γmにより，以

下のように表される。

km = K
γm
µ

= K
nγp
µ

= nkp (3.13)

従って，時間 tmは以下のように表される。

tm =
tp
n2

(3.14)

以上のように，小型模型においても実構造物と同じ応力状態を再現できる。また，時間

も短縮されることから圧密問題のような変形に長時間要する場合でも実験を行える。
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3.3 実験材料

実験模型は，排水層，粘性土地盤，盛土の 3層で構成される。排水層は珪砂 4号，粘性

土地盤は信楽粘土，盛土は珪砂 7号とファインサンド（微粉末シリカ）を重量比 8：2の

比率で混ぜた混合砂を使用した。信楽粘土は前章で示したものと同様である。混合砂の物

性値を表 3.1に，粒径加積曲線と盛土材料の締固め試験結果を図 3.2，図 3.3に示す。

表 3.1　混合砂の物性値
パラメーター 記号 数値
土粒子密度 ρs (g/cm

3) 2.65

最大乾燥密度 ρdmax (g/cm3) 1.75

最適含水比 wopt (%) 12.1

図 3.2　粒径加積曲線 図 3.3　混合砂の締固め試験結果

3.4 実験手順

実験は予圧密載荷・予圧密除荷・盛土 1G・盛土 50Gの 4段階に分ける。

3.4.1 模型作製手順

図 3.4に実験模型概要図を示す。排水層および粘性土地盤作製に伴う予圧密手順は前章

と同様である。なお，このときのスラリー状粘土のみの質量は 20kg，地盤高さは 13cmを

目安とした。予圧密載荷の予圧密圧力と載荷時間を表 3.2に示す（予圧密載荷）。全ての

予圧密終了後，圧力の除荷と載荷板を取り外す。粘性土地盤表面を整地し，図 3.4中の計

測点にて地盤高さを電子ノギスを用いて計測する（予圧密除荷）。
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盛土は，正方形の型枠内（幅 225mm，深さ 50mm）で最適含水比 12.1%の混合砂を，目

標締固め度 85%で 5層 (1層 1cm)に分けて突き固める。この土塊を図 3.5のように粘性

土地盤上に設置した後，所定の形状（法面勾配 1:2）に整形した（盛土 1G）。完成した実

験模型を図 3.6に示す。

　　　

図 3.4　実験模型概要図

表 3.2　予圧密圧力とその載荷時間

　

載荷順 予圧密圧力 (kPa) 載荷時間 (h)

1 0.5 0.5

2 1.0 1.0

3 2.0 3.0

4 4.0 6.0

5 8.0 9.0

6 15.0 12.0

7 22.0 12.0

8 30.0 100.0

3.4.2 遠心載荷

遠心加速度とその載荷時間の関係を表 3.3に示す。最終の遠心加速度は 50Gとし，5G

ずつ段階的に載荷する。各遠心加速度の載荷時間は加速度の半値として実施する。ただ

し，50Gのみ 30分間の載荷とした。遠心載荷後に盛土を取り除き，図 3.4中に示す丸印

の地点で粘性土地盤高さを電子ノギスを用いて計測する（盛土 50G）。粘性土地盤の沈下

量は，盛土を取り除いた時と予圧密除荷時の地盤高さの差と定義する。以上の作製手順と

載荷手順を確立し，8回の遠心模型実験を実施した。
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図 3.5　盛土作製前 図 3.6　実験模型完成

表 3.3　遠心加速度と載荷時間

　

載荷順 遠心加速度 (G) 載荷時間 (min)

1 5 2.5

2 10 5.0

3 15 7.5

・ ・ ・
・ ・ ・
9 45.0 22.5

10 50.0 30.0

3.5 実験結果

予圧密

各回の予圧密沈下量の時刻歴を図3.7に，そのヒストグラムを図3.8に示す。ヒストグラ

ムの縦軸は相対度数を表し，各区間の頻度を総頻度で除した値である。最小値は 29.45cm，

最大値は 31.62cm，平均値は 30.20cm，変動係数は 2.5%であった。変動係数が小さいこ

とから再現性が高く，概ね同条件で実験を行えたと考えられる。

沈下量のばらつきの要因を挙げる。はじめにどの段階で沈下量にケース間でばらつきが

発生したかを述べる。各段階における沈下量および予圧密圧力の時刻歴を上向きが正と

して図 3.9から図 3.24に示す。沈下量，圧力ともに段階 1からばらつきが発生していた。

段階１における最終沈下量差は約 0.3cmであった。段階を追うごとに沈下量のばらつき

が増加するが，段階 4から最大沈下量と最小沈下量の差が約 2.0cmで一定であった。段階

8において沈下量が一定となる。この段階で載荷時間が設定よりも短いケースが存在する

が，沈下が発生しなくなればその影響は少ないと考えられる。そのため，沈下がまだ十分

発生していない時間帯で載荷時間にばらつきが発生すれば沈下量に影響を与えると考え

られる。
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次に全ての予圧密が終了した時点における粘性土地盤の質量および高さ，排水量，含水

比，初期間隙比を表 3.4に示す。粘性土地盤の質量は地表面を整形した後に計測した値，

高さは地表面を整形し図 3.4に示す計測点の平均値である。排水量は予圧密載荷前のスラ

リー状粘土の質量と整形後の粘性土地盤の質量との差であり，予圧密載荷中に発生した排

水量の総和を示す。高さは人的で整形をするためケースに依らず概ね同程度の値になって

おり，変動係数も小さい。人的制御ができない質量，排水量，間隙比の中で，排水量の変

動係数が最も大きい。粘性土の流出はないため，排水量のばらつきが沈下量のばらつきに

影響していると考えられる。

遠心載荷

遠心載荷終了後での図 3.4中の地点Aおよび Bにおける鉛直沈下量のヒストグラムを

図 3.25，図 3.26に示す。地点Aにおいて最小値は 4.45cm，最大値は 6.74cm，平均値は

5.56cm，変動係数は 12.6%であった。地点Bにおいて最小値は 1.10cm，最大値は 3.05cm，

平均値は 1.92cm，変動係数は 33.5%であった。

沈下量のばらつきの要因には，1)盛土質量のばらつき，2)盛土質量の空間的な不均質性

3)粘性土地盤の空間的な不均質性が挙げられる。この内，計測ができる盛土質量のばらつ

きと盛土の締固め度，遠心載荷終了後における盛土の含水比の平均値を表 3.5に示す。盛

土の質量と締固め度に関してばらつきはあるが変動係数は小さいことが分かる。従って，

遠心載荷前の盛土の条件は各ケースで概ね同様であると考えられる。含水比に関して，盛

土の締固めは最適含水比 12.1%で行っているが，遠心載荷中は風力の影響により盛土が

乾燥し，含水比が減少したと考えられる。

盛土および粘性土地盤の含水比の空間的な不均質性を示すため，遠心実験終了後の各地

点における含水比分布を図 3.27から図 3.34に示す。盛土の含水比はモデル中央点に沿っ

て，粘性土地盤の含水比は図 3.4中の中央線に沿って，各深度で計測したものである。盛

土の含水比は地点毎にばらつきが確認できる。またケース間によっても含水比に差異が見

られる。遠心載荷中に盛土の含水比が変化し盛土の質量が時刻歴で変化していることを

示唆している。盛土質量に空間的な不均質性が発生し，理論上の分布荷重状態にはなって

いないと考えられる。粘性土地盤の含水比は局所的に高い地点と低い地点が見られるが，

概ね 33%から 35%で変動している。これらの含水比のばらつきは遠心載荷中のみに発生

したのではなく，予圧密除荷から遠心装置設置の間，あるいは盛土作製中や計測器設置の

間に発生したことも考えられる。

33



　　　

図 3.7　予圧密沈下量の時刻歴

　　　

図 3.8　予圧密沈下量のヒストグラム

図 3.9　沈下量の時刻歴 1 図 3.10　予圧密圧力の時刻歴 1
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図 3.11　沈下量の時刻歴 2 図 3.12　予圧密圧力の時刻歴 2

図 3.13　沈下量の時刻歴 3 図 3.14　予圧密圧力の時刻歴 3

図 3.15　沈下量の時刻歴 4 図 3.16　予圧密圧力の時刻歴 4

図 3.17　沈下量の時刻歴 5 図 3.18　予圧密圧力の時刻歴 5

図 3.19　沈下量の時刻歴 6 図 3.20　予圧密圧力の時刻歴 6
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図 3.21　沈下量の時刻歴 7 図 3.22　予圧密圧力の時刻歴 7

図 3.23　沈下量の時刻歴 8 図 3.24　予圧密圧力の時刻歴 8

表 3.4　予圧密載荷終了後の粘性土地盤の諸量

　

ケース 質量 (kg) 高さ (mm) 排水量 (kg) 間隙比
1 18.08 105.54 1.92 0.831

2 18.56 104.52 1.44 0.813

3 18.38 107.41 1.62 0.863

4 17.46 106.93 2.54 0.855

5 17.84 105.97 2.16 0.838

6 17.52 110.10 2.48 0.910

7 17.66 106.81 2.34 0.853

8 17.72 106.51 2.28 0.848

平均値 17.90 106.72 2.10 0.850

変動係数 (%) 2.24 1.54 19.15 3.34

　　　

図 3.25　地点Aにおける鉛直沈下量のヒストグラム
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図 3.26　地点Bにおける鉛直沈下量のヒストグラム

表 3.5　遠心載荷過程における盛土の諸量

　

ケース 質量 (kg) 締固め度 (%) 含水比 (%)

1 2.20 85.84 9.5

2 2.04 79.71 7.9

3 2.14 85.10 7.0

4 2.06 84.76 7.0

5 2.16 83.79 6.7

6 2.08 83.47 6.9

7 2.20 85.08 7.4

8 2.16 84.33 7.4

平均値 2.13 84.01 7.48

変動係数 (%) 2.93 2.26 12.05

図 3.27　ケース 1の含水比分布 図 3.28　ケース 2の含水比分布
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図 3.29　ケース 3の含水比分布 図 3.30　ケース 4の含水比分布

図 3.31　ケース 5の含水比分布 図 3.32　ケース 6の含水比分布

図 3.33　ケース 7の含水比分布 図 3.34　ケース 8の含水比分布
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3.6 粘性土地盤の沈下量に対するPIRT

遠心模型実験より得られた粘性土地盤の沈下量に対するPIRTを作成する。遠心模型実

験は 4つの段階に分かれた。影響度のランク付けの基準は三軸試験と同様で，粘性土地盤

の沈下量に影響し人的制御できない項目をHigh，影響する可能性はあるが人的制御がで

きる項目をMid，影響度が小さいあるいは不明な項目を Lowとした。遠心模型実験は三

軸試験と比較して，実験過程が多く，模型作製準備に時間がかかる。そのため，模型の状

態変化に注意する必要がある。予圧密除荷後の地表面整地や盛土作製といった実験者の技

量が影響する項目もある。三軸試験と同様で，予圧密載荷中や遠心載荷中で発生する要因

は人的制御が不可能なため，その前の段階でばらつきを小さくすることが重要となる。こ

の PIRTの中から，盛土完成時の盛土質量のばらつきを数値解析で考慮する。

表 3.6　予圧密載荷過程に対する PIRT

　

要因 影響度
スラリー状粘土の練り混ぜの程度：粘土と水が混ざり切っているかど
うか。

Mid

土槽に投入したスラリー状粘土の間隙水量：全体質量は制御可能であ
る。

High

バイブレーターの程度による間隙空気の存在：粘性土地盤の不均質性
を招く要因と成り得る。

Mid

予圧密圧力の時刻歴のばらつき：予圧密圧力が異なれば排水量，沈下
量に影響を与える。

Mid

表 3.7　予圧密除荷過程に対する PIRT

　

要因 影響度
粘性土地盤の地表面高さ：今回のように人的制御で地表面の整形をす
る場合は制御可能である。

Mid

予圧密除荷時の粘性土地盤の間隙比：予圧密載荷中の排水量が影響を
与えていると考えられるが，制御は困難である。

High

作業時間のばらつき：粘性土地盤が乾燥し，含水比のばらつきに影響
を与える。

Mid

電子ノギスによる計測誤差 Mid
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表 3.8　盛土 1G過程に対する PIRT

　

要因 影響度
盛土作製時の粘性土地盤の沈下：土塊の質量の影響による沈下，土塊
を削るときに発生する圧力による沈下が含まれる。

High

盛土形状のばらつき：今回は盛土の変形に着目していないが，盛土の
変形に影響していると考えられる。

Mid

作業時間のばらつき：盛土作製と計測器を設置し遠心装置に模型を設
置するまでの時間。

Mid

盛土や粘性土地盤の含水比の変化：作業時間のばらつきに起因する。
室温によっても乾燥の程度は変化する。特に盛土の含水比変化は盛土
質量のばらつきに影響するため，室温や作業時間を統一することが望
ましい。

High

盛土完成時の盛土質量のばらつき：含水比に変化がある場合，盛土質
量も変化する。乾燥の程度は盛土の場所ごとによって異なるため空間
的にも不均質であると考えられる。

Mid

盛土の締固め度のばらつき Mid

表 3.9　盛土 50G過程に対する PIRT

　

要因 影響度
盛土や粘性土地盤の含水比の変化：遠心載荷中の風力の影響である。 High

盛土質量のばらつき：これも遠心載荷中の風力の影響である。含水比
変化に起因する盛土質量のばらつきである。初期の盛土質量のばらつ
きに加え，実験中にもそのばらつきが増幅していると考えられる。

High

粘性土地盤の含水比の空間的不均質：これも遠心載荷中の風力の影響
である。乾燥の程度は地点により異なることが考えられる。遠心装置
に設置する時間での含水比変化も含まれる。

High

遠心力の不均質性：模型の中央と端面では作用する遠心力が異なる。 High

盛土荷重の空間的なばらつき：盛土の乾燥や質量のばらつきに起因す
る。

Low

壁面摩擦：粘性土地盤あるいは盛土が土槽と接している箇所での壁面
摩擦の影響

High
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第4章 多孔質体理論に基づく有限要素解析手法

多孔質体を対象とした有限変形多孔質体理論 9, 10)に基づき，土骨格の変位us・間隙水

圧 pw・間隙空気圧 paを未知数とする基礎式 11)を用いる。空間離散化には有限要素法を，

時間離散化には後退差分法を用いる。土の構成式の応力計算は陰的応力積分に基づき，非

線形となる基礎式とともにNewton-Raphson法を用いて，各計算時間ステップにおける解

を求めている。なお，準静的問題を解くため加速度項は考慮しない。

本研究では，飽和粘性土地盤の変形解析を対象とするが，妥当性確認における材料パラ

メーター決定の感度解析で不飽和土を扱う。そのため，そのときに用いた構成式 (超弾性

DPモデル，水分特性曲線 LGモデル)についても併記する。

4.1 基礎式

多孔質・有限変形理論 9, 10)において，土骨格の運動は Lagrange記述，間隙流体（間隙

水および間隙空気）の運動は土骨格の配置を基準配置としたEuler記述とした。また，定

式化に際して，1) 土粒子自体は非圧縮，2) 各相間の質量交換はない，3) 間隙流体の土骨

格に対する相対加速度および移流項は土骨格の加速度に対して十分小さい，4) 温度変化

はなし，と仮定した。

3相系の多孔質体を対象として土骨格の変位us・間隙水圧 pw・間隙空気圧 paを未知数

とする支配方程式（混合体全体の運動量保存式と液相・気相に対する二つの質量・運動量

保存式）11)を示す。各相の運動量保存則の和をとって，混合体全体の運動量保存式（つ

りあい式）は以下のように表される。

div {σ′ − (swpw + sapa)I}+ ρb = 0 (4.1)

ここに，ρは現配置での混合体の密度，σ′はCauchy骨格応力テンソル，swは現配置にお

ける飽和度，saは現配置における間隙に対する空気の体積比，pw，paはそれぞれ現配置

での間隙水圧，間隙空気圧であり，圧力の符号は圧縮が正とする。bは物体力ベクトルで

ある。土骨格および間隙水の質量保存則と間隙水の運動量保存則に各相間の相互作用力，

間隙水の圧縮性および水分特性曲線の構成式を考慮すれば，間隙水の質量・運動量保存式
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は以下のように表される。(
nswρwR

Kw
− nρwRc

)
Dspw

Dt
+ nρwRc

Dspa

Dt
+ swρwRdiv vs

+ div

{
kws

g
(−grad pw + ρwRb)

}
= 0 (4.2)

ここに，nは現配置における間隙率，ρwRは現配置での間隙水の実質密度，Kwは間隙水

の体積弾性係数，cは比水分容量（飽和度のサクションに対する変化率），Ds • /Dtは土

骨格に対する物質時間導関数，vsは土骨格の速度，kwsは透水係数，gは重力加速度であ

る。同様に，土骨格および間隙空気の質量保存則と間隙空気の運動量保存則に各相間の相

互作用力，間隙空気の圧縮性および水分特性曲線の構成式を考慮すれば，間隙空気の質

量・運動量保存式は以下のように表される。{
n(1− sw)

ΘR̄
− nρaRc

}
Dspa

Dt
+ nρaRc

Dspw

Dt
+ (1− sw)ρaRdiv vs

+ div

{
kas

g
(−grad pa + ρaRb)

}
= 0 (4.3)

ここに，ρaRは現配置での間隙空気の実質密度，Θは絶対温度，R̄は比気体定数，kasは

透気係数である。

4.2 数値解法

4.2.1 有限要素法

空間離散化には有限要素法を適用する。有限要素にはアイソパラメトリック要素 (要素

座標の形状関数に未知数の形状関数と同一の近似関数を用いる要素)を用い，ガウス・ル

ジャンドルの数値積分を用いる。土骨格変位に二次の形状関数，間隙水圧に一次の形状関

数を与える時，要素内 eの土骨格の変位usは次式のように近似される。

us =
8∑

a=1

N s
au

s
a (4.4)

ここに，N s
aは要素内節点 aにおける土骨格の変位に対する形状関数，us

aは要素内節点 a

における土骨格の変位である。また，要素 e内の速度も同様に次式で近似する。

vs =
8∑

a=1

N s
av

s
a (4.5)

次に，要素 e内の間隙水圧 pwと間隙空気 paは次式のように近似される。

pw =
4∑

a=1

N f
ap

w
a， pa =

4∑
a=1

N f
ap

a
a (4.6)
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ここに，N f
aは要素内節点 aにおける間隙水圧に対する形状関数，pwa は要素内節点 aにお

ける間隙水圧である。さらに，要素内節点 aにおける間隙水圧および間隙空気の物質時間

導関数（土骨格が基準）ṗwa，ṗaaも同様の形状関数で近似する。

4.2.2 時間積分

入力パラメーター γ = 0であれば前進差分，γ = 1であれば後退差分となる。土骨格の

変形に対して差分法を適用すると次式が得られる。本研究では加速度項を無視した準静的

問題を解くため，後退差分法を用いる。

us =us
t + (1− γ)∆tvs

t + γ∆tvs (4.7)

ここで，添え字 tは現配置よりも以前の時刻を表しており，これらの値は現配置において

は既知である。間隙水 pwと間隙空気 paについても同様の手法を適用すると次式が得ら

れる。

pw =pwt + (1− γ)∆t ṗwt + γ∆t ṗw (4.8)

pa =pat + (1− γ)∆t ṗat + γ∆t ṗa (4.9)

4.2.3 Newton-Raphson法

上記の支配方程式 (4.1)～(4.3)を線形化しNewton-Raphson法を適用する。線形化した

方程式をまとめると以下のようになる。

Dδws[∆vs] +Dδws[∆ṗw] +Dδws[∆ṗa] = −δws
k

Dδww[∆vs] +Dδww[∆ṗw] +Dδww[∆ṗa] = −δww
k

Dδwa[∆vs] +Dδwa[∆ṗw] +Dδwa[∆ṗa] = −δwa
k (4.10)

ここに，右辺の下付き添え字 k は k 番目の繰返し計算過程での値を表している。また，

D△[•]は△を •に対して線形化した項を表している。この線形化方程式を繰返し解き，得
られた∆vs，∆ṗw，∆ṗaを用いて，k番目の vs，ṗw，ṗaを補正する。繰返し計算は土骨格

変位と間隙水圧に関する残差ベクトル（式 (4.10)右辺）のノルムがそれぞれの基準値以下

になるまで行う。
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4.3 構成式

4.3.1 neo-Hookeanモデル

neo-Hookeanモデル 12)におけるCauchy応力は次式で得られる。

σ =
µ

J
(b− I) +

λ

J
ln JI (4.11)

ここに，µおよび λはラメの材料定数である。bは左 Cauchy-Green変形テンソル，I は

単位テンソル，Jは変形勾配テンソルの行列式（体積比）である。空間表示の弾性テンソ

ルは次式で得られる。

c =
λ

J
I ⊗ I +

2

J
(µ− λ ln J)Is (4.12)

ここで，Isは 4階対称単位テンソルである。微小変形を仮定した線形弾性体モデルの場

合，J=1として計算される。

4.3.2 修正Cam-Clayモデル

修正Cam-Clayモデル 13)の降伏関数，発展則，弾性関係，陰的応力積分および整合接

線係数の概要を述べる。なお，応力は全て有効応力であるが簡略化のためダッシュを省略

する。応力およびひずみの符号は引張が正である。

応力とひずみ 固有値解析によりKirchhoff応力テンソル τ を主軸分解（spectral decom-

position）すると次式が得られる。

τ =
3∑

A=1

βAnA ⊗ nA =
3∑

A=1

βAmA (4.13)

ここに，τ はKirchhoff応力テンソル，βAは主Kirchhoff応力，nAは主軸を表すベクトル

（単位固有ベクトル），mAは eigenprojectionである。応力について次式のような諸量を

定義する。

β =


β1

β2

β3

 (4.14)

P =
1

3
β · δ Q =

√
3

2
∥s∥

s = β − Pδ n̂p =
s

∥s∥

β = Pδ +

√
2

3
Qn̂p (4.15)
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δ =


1

1

1

 (4.16)

ここに，βは主Kirchhoff応力ベクトル，Pは主Kirchhoff応力の平均応力，Qは主Kirchhoff

応力の相当応力（三軸状態では軸差応力に相当する），sは主Kirchhoff応力の偏差応力

ベクトル，n̂pは主Kirchhoff応力の偏差方向の単位ベクトル，δは単位ベクトルである。

固有値解析により弾性左Cauchy-Greenテンソル beを主軸分解するとKirchhoff応力テ

ンソル τ と同様に次式が得られる。

be =
3∑

A=1

(λe
A)

2nA ⊗ nA =
3∑

A=1

(λe
A)

2mA (4.17)

ここに，beは弾性左Cauchy-Greenテンソル，λe
Aは弾性主ストレッチである。nAは弾性

左Cauchy-Greenテンソルの主軸を表すベクトル（単位固有ベクトル）であり，Kirchhoff

応力テンソル τ の主軸と同一である。ひずみについて次式のような諸量を定義する。

ϵe = ln (λe) =


ϵe1
ϵe2
ϵe3

 =


ln (λe

1)

ln (λe
2)

ln (λe
3)

 (4.18)

ϵev = ϵe · δ ϵed =

√
2

3
∥ee∥

ee = ϵe − 1

3
ϵevδ n̂p =

ee

∥ee∥

ϵe =
1

3
ϵevδ +

√
3

2
ϵedn̂p (4.19)

ここに，ϵeは弾性対数主ひずみベクトル，λeは弾性主ストレッチベクトル，ϵevは弾性対

数ひずみの体積ひずみ，ϵedは弾性対数ひずみの相当ひずみ，eeは弾性対数ひずみの偏差

ひずみベクトルである。

当該計算ステップ n+1における試行弾性左Cauchy-Greenテンソル ben+1は，一つ前の

計算ステップ nにおける塑性変形後の中間配置を固定して次式で得られる。

b
e(tr)
(n+1) = f(n+1)b

e
(n)f

T
(n+1)

be(tr) = fbe(n)f
T (4.20)

ここに，f(n+1)は当該計算ステップにおける相対変形勾配，b
e(tr)
(n+1)は当該計算ステップに

おける試行弾性左Cauchy-Greenテンソル，b
e(tr)
(n) は一つ前の計算ステップにおける弾性左

Cauchy-Greenテンソルである。以降，(n+1)は煩雑になるので，混乱がない限り省略す
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る。固有値解析により試行弾性左 Cauchy-Greenテンソル be(tr)を主軸分解すると次式が

得られる。

be(tr) =
3∑

A=1

(
λ
e(tr)
A

)2
n

(tr)
A ⊗ n

(tr)
A =

3∑
A=1

(
λ
e(tr)
A

)2
nA ⊗ nA =

3∑
A=1

(
λ
e(tr)
A

)2
mA (4.21)

ここに，be(tr)は試行弾性左Cauchy-Greenテンソル，λ
e(tr)
A は試行弾性主ストレッチであ

る。n
(tr)
A は試行弾性左 Cauchy-Greenテンソルの主軸を表すベクトル（単位固有ベクト

ル）であり，Kirchhoff応力テンソルおよび弾性左Cauchy-Greenテンソルの主軸nAと同

一とする。このことは，試行弾性状態で定められた主軸n
(tr)
A に沿って塑性緩和を考慮す

ることを意味する。試行ひずみについて次式のような諸量を定義する。

ϵe(tr) = ln
(
λe(tr)

)
=


ϵ
e(tr)
1

ϵ
e(tr)
2

ϵ
e(tr)
3

 =


ln
(
λ
e(tr)
1

)
ln
(
λ
e(tr)
2

)
ln
(
λ
e(tr)
3

)
 (4.22)

ϵe(tr)v = ϵe(tr) · δ ϵ
e(tr)
d =

√
2

3
∥ee(tr)∥

ee(tr) = ϵe(tr) − 1

3
ϵe(tr)v δ n̂(tr)

p =
ee(tr)

∥ee(tr)∥

ϵe(tr) =
1

3
ϵe(tr)v δ +

√
3

2
ϵ
e(tr)
d n̂(tr)

p (4.23)

ここに，ϵe(tr)は試行弾性対数主ひずみベクトル，λe(tr)は試行弾性主ストレッチベクトル，

ϵ
e(tr)
v は試行弾性対数ひずみの体積ひずみ，ϵe(tr)d は試行弾性対数ひずみの相当ひずみ，ee(tr)

は試行弾性対数ひずみの偏差ひずみベクトル，
ˆ

n
e(tr)
p は試行弾性対数ひずみの偏差方向の

単位ベクトルである。

降伏関数 修正Cam-Clayモデルの降伏関数は次式で与えられる。

F̃ =
Q2

M2
+ P

(
P − P̃c

)
(4.24)

ここに，M は限界状態応力比，P̃cは降伏曲面と P 軸との交点での P の値である。

発展則 P̃cの発展則は増分形で次式で与えられる。

P̃c = P̃c(n) +

(
− 1

λ̂− κ̂

)
∆ϵpv (4.25)

圧縮指数 λ̂は弾塑性過程における ln v− ln p（pはCauchy平均応力）関係の勾配，膨潤指

数 κ̂は弾性過程における ln v− ln p関係の勾配である。また，増分表示の∆P̃cを用いると
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当該ステップでの P̃cは次式で得られる。

P̃c = P̃c(n) + Ũ ∆ϵpv = P̃c(n) + Ũ
(
ϵe(tr)v − ϵev

)
= P̃c(n) +∆P̃c

(
ϵe(tr)v , ϵev, P̃c

)
(4.26)

ここに，添え字 (n)は一つ前の計算ステップでの値を示している。

関連流動則 主ひずみ空間において下負荷曲に関連流動則を適用し，増分形の流動則が次

式で得られる。

ϵe = ϵe(tr) −∆γ
∂F

∂β
(4.27)

さらに，式 (4.15)，式 (4.19)および式 (4.23)より，n̂p = n̂
(tr)
p を仮定すれば体積ひずみお

よび相当ひずみのスカラー量に対する流動則が次式で得られる。

ϵev = ϵe(tr)v −∆γ
∂F

∂P

ϵed = ϵ
e(tr)
d −∆γ

∂F

∂Q
(4.28)

リターンマッピングにおいてはこれらの流動則と次式のKuhn-Tucker条件を満足するよ

うに弾性対数主ひずみが決定される。

F (P, Q, P̃c) ≤ 0 ∆γ ≥ 0 ∆γF = 0 (4.29)

弾性関係 弾性関係として拘束圧依存性を考慮した超弾性モデル 13)を用いる。弾性対数

主ひずみの不変量の関数である以下のひずみエネルギー関数（stored energy function）を

仮定する。

ϕ (ϵev, ϵ
e
d) = ϕ̃ (ϵev) +

3

2
µe (ϵed)

2 (4.30)

ここに，ϕ̃は体積変形に対するひずみエネルギー関数であり次式で仮定する。

ϕ̃ (ϵev) = −P0κ̂ exp

(
−ϵev − ϵev0

κ̂

)
= −P0κ̂ expΩ (4.31)

ここに，P0は ϵev = ϵev0のときの平均応力 P である。また，せん断弾性係数 µeは拘束圧依

存性を考慮して次式で仮定する。

µe = µ0 +
µ1

κ̂
ϕ̃ = µ0 − P0µ1 expΩ (4.32)
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ここに，µ0は拘束圧に依存しないせん断弾性係数，µ1は拘束圧に依存したせん断弾性係

数である。µ0 = 0とし，体積成分とせん断成分の連成を無視すれば，亜弾性モデルにお

けるせん断弾性係数および体積弾性係数と以下の関係にある。

K = −1

κ̂
P

G =
3(1− 2ν)

2(1 + ν)
K = −3(1− 2ν)

2(1 + ν)

1

κ̂
P = −µ1P (4.33)

陰的応力積分（リターンマッピング）14) 支配方程式が満足されている一つ前の計算ス

テップでの諸量と現在の計算ステップにおける繰返し計算過程の相対変形勾配fを用いて，

弾性対数ひずみの主値を用いて離散的かつ陰的に応力積分を行う。ここでは，式 (4.28)，

式 (4.26)および式 (4.24)を満足するように，現在の計算時間ステップでの弾性体積ひずみ

ϵev，弾性相当ひずみ ϵed，P̃c および塑性乗数∆γをNewton-Raphson法により決定する。

r1 = ϵev − ϵe(tr)v +∆γ
∂F

∂P
= r1

(
ϵev, ϵed, P̃c, ∆γ

)
r2 = ϵed − ϵ

e(tr)
d +∆γ

∂F

∂Q
= r2 (ϵ

e
v, ϵed, ∆γ)

r3 = P̃c − P̃c(n) −∆P̃c = r3

(
ϵev, P̃c

)
r4 = F = r4

(
ϵev, ϵed, P̃c

)
(4.34)

ここに，rは残差ベクトルである。この式を次式で示すNewton-Raphson法により解き，

現在の計算ステップでの未知数を決定する。

∂r1

∂ϵev

∂r1

∂ϵed

∂r1

∂P̃c

∂r1

∂∆γ
∂r2

∂ϵev

∂r2

∂ϵed

∂r2

∂P̃c

∂r2

∂∆γ
∂r3

∂ϵev

∂r3

∂ϵed

∂r3

∂P̃c

∂r3

∂∆γ
∂r4

∂ϵev

∂r4

∂ϵed

∂r4

∂P̃c

∂r4

∂∆γ




δϵev
δϵed
δP̃c

δ∆γ

 = −


r
(k)
1

r
(k)
2

r
(k)
3

r
(k)
4



[A]{δx} = −{r(k)} (4.35)

ϵev = ϵe(k)v + δϵev

ϵed = ϵ
e(k)
d + δϵed

P̃c = P̃ (k)
c + δP̃c

∆γ = ∆γ(k) + δ∆γ

{x} = {x(k)}+ {δx} (4.36)
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ここに，[A]は接線係数マトリックス，{δx}は現在の繰返し計算ステップにおける未知数
の補正ベクトル，{r(k)}は一つ前の繰返し計算ステップにおける残差ベクトル，{x}は現
在の繰返し計算ステップにおける未知数ベクトル，{x(k)}は一つ前の繰返し計算ステップ
における未知数ベクトルを示している。

整合接線係数 速度型の関数を用いて得られる弾塑性接線係数は連続接線係数（continuum

tangent modulus）と呼ばれ，速度型のつりあい式を用いた解析で用いられている。ここ

でも連続接線係数を用いることは可能であるが，この場合，支配方程式に対する繰返し計

算（全体繰返し計算）の途中過程において支配方程式が満足されていない応力を連続接線

係数の算定に用いることになり，経路依存性を示す弾塑性構成式では不適切である。この

ため，前節の陰的応力積分で用いた関係式に基づき，支配方程式を満足する一つ前の計算

ステップでの応力から現在の応力状態に至る整合接線係数（consistent tangent modulus）

が用いられる。ここでは，この整合接線係数を数値微分 15)によって算定する。整合接線

係数の誘導はやや複雑であるが，数値微分を用いればこの誘導は不要となる反面，数値微

分のため摂動変形に関する数値パラメータを設定する必要がある。本研究では，このパラ

メーターを 1.0× 10−8と設定する。

4.3.3 超弾性DPモデル

数値解析の妥当性確認における材料パラメーター決定の感度解析にのみ用いる。

応力とひずみ 応力ひずみの定義は修正Cam-Clayモデルと同様なため省略する。

降伏関数 DPモデルの降伏関数は次式で与えられる。

F = Q+ αdpP − κdp (4.37)

ここに，αdp，κdpは地盤材料の内部摩擦角 ϕおよび粘着力 cから定まる値である。

塑性ポテンシャル関数 塑性ポテンシャル関数は，降伏関数と同様な関数形で次式で与え

られる。

G = Q+ βdpP − κdp (4.38)

ここに，βdpはダイレイタンシーパラメータである。
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発展則 等方硬化を仮定して，κdpの発展則を次式で与える。

κdp = κdp(n) +Kp
d ∆ϵpd +Kp

v ∆ϵpv

= κdp(n) +Kp
d

(
ϵ
e(tr)
d − ϵed

)
+Kp

v

(
ϵe(tr)v − ϵev

)
= κdp(n) +∆κdp

(
ϵe(tr)v , ϵ

e(tr)
d , ϵev, ϵed

)
(4.39)

ここで，Kp
d，Kp

v は材料パラメータであり，添え字 (n)は一つ前の計算ステップでの値を

示している。

流動則 主ひずみ空間において塑性ポテンシャル関数を用いた流動則を適用し，増分形の

流動則が次式で得られる。

ϵev = ϵe(tr)v −∆γ
∂G

∂P

ϵed = ϵ
e(tr)
d −∆γ

∂G

∂Q
(4.40)

リターンマッピングにおいてはこれらの流動則と次式のKuhn-Tucker条件を満足するよ

うに弾性対数主ひずみが決定される。

F (P, Q) ≤ 0 ∆γ ≥ 0 ∆γF = 0 (4.41)

弾性関係

P = (λ+
2µ

3
)ϵev

Q = 3µϵed (4.42)

ここで，λ，µはラメ定数である。

4.3.4 水分特性曲線 (LGモデル)

数値解析の妥当性確認における材料パラメーター決定の感度解析にのみ用いる。比水分

容量 cは次式の水分特性曲線の勾配として得られる。

swe =
sw − swr
sws − swr

swe ={1 + exp(algp
c + blg)}−clg (4.43)

ここに，swe は現配置における有効飽和度，alg，blg，clgは logisticモデルのパラメータ，swr

は残留飽和度（最小飽和度），sws は最大飽和度である。ここでは pc = 0での飽和度の連

続性を確保するため次式の logistic関数を用いた。
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透水係数および透気係数の飽和度依存性については以下のべき乗関数を用いた。

kws = kws
s (swe )

ξvg

kas = kas
s (1− swe )

ηvg (4.44)

ここに，ξvgおよび ηvgは材料定数である。
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第5章 数値解析手法の検証

本章では，数値解析手法の検証としてコード検証と解析検証を実施する。コード検証

(Code Verification)は解析解との比較を通じて，プログラミングエラーがないこと，格子

収束性を確認する。解析検証 (Calculation Verification)では解析解との比較ではなく，対

象としている問題における格子収束性を確認する。

有限要素法の格子収束性の指標であるOrder of accuracy8)は次式のように計算される。

r ≡ hcoarse

hfine

(5.1)

p =
ln

εrh

εh
ln(r)

(5.2)

ここで，pは Order of accuracy(格子収束に伴う正確さの次数)，hはメッシュサイズ，r

はメッシュサイズの比，εrhはメッシュサイズが粗い時の解析解との誤差，εhはメッシュ

サイズが細かい時の解析解との誤差を表す。1) メッシュサイズが粗い時に数値解が解析

解を下回り細かい時に解析解を上回るケース，2) メッシュサイズが粗い時に数値解が解

析解を上回り細かい時に解析解を下回るケース，3) 数値解と解析解が一致し分母と分子

どちらかの誤差がゼロになるケース，の場合，pが計算されなくなる。1)，2)を防ぐため

εrhと εhを絶対値として計算する。εrhと εhの符号が逆転しない限りは，絶対値の使用に

関わらず pは一致する。pが正値かつ値が大きい程，メッシュサイズの細分化に対して数

値解が解析解に収束する程度が大きいことを表す。メッシュサイズの細分化の程度に対し

て数値解に変化が見られない，もしくはメッシュサイズに依らず数値解が解析解に収束す

るような場合であれば，pはゼロに漸近する。pが負値であれば，メッシュサイズを細分

化した時の方が数値解と解析解の誤差が大きいことを表す。

また，解析解が求められない場合はRichardson extrapolation8)の次式を用いる。メッ

シュサイズの比 rとOrder of accuracy(p)は，細かいメッシュサイズ h1，中間のメッシュ

サイズ h2，粗いメッシュサイズ h3と，それぞれに対応する数値解 f1，f2，f3を用いて次

式のように求める。

r =
h2

h1

=
h3

h2

> 1 (5.3)

p =

ln

(
f3 − f2

f2 − f1

)
ln(r)

(5.4)
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5.1 コード検証

5.1.1 二次元応力解析

半無限弾性体が帯荷重の作用を受けたときの地盤内応力に関して検証を行う。検証する

項目は鉛直応力，水平応力，せん断応力である。図 5.1においてある座標（x1，y1）にお

ける各応力の解析解はそれぞれ次式で表される。また，この検証の中で，形状関数の次数

や積分点数によるOrder of accuracyの傾向を示す。一次の形状関数で積分点数 4つ，二

次の形状関数で積分点数 4つ，二次の形状関数で積分点数 9つ，の 3パターンを適用した。

σy =
q

π
(θ0 + sin θ0 cos 2θ)

σx =
q

π
(θ0 − sin θ0 cos 2θ)

σxy =
q

π
sin θ0 sin 2θ

θ0 = θ2 − θ1

θ =
θ1 + θ2

2
(5.5)

図 5.1　帯荷重による地盤内応力の求め方

(a) 解析領域の決定

はじめに，半無限弾性体が仮定されているため，数値解析における解析領域の決定を

行った。鉛直および水平応力が解析領域の大きさに依存しているかどうかの確認を行っ

た。解析領域は正方形で幅 25m，50m，100m，300m，500m，700mである。解析モデル

の代表として，幅 300mの場合を図 5.2に示す。この時，メッシュサイズは解析領域の大

きさに依らず幅 2.5mで固定し，アイソパラメトリック要素で二次の形状関数と 9つの積

分点を適用した。土骨格変位の境界条件は，底面で全方向固定，側面に水平方向固定を設

定した。表 5.1に示す材料パラメーターを全要素に適用した。土粒子の実質密度や重力加

速度は考慮しない。計算時間増分 1.0秒の 2ステップで解析を行った。解析解を求める領
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域の半断面で数値解析を行うため，2.5mの範囲に帯荷重 0.1kPaを等価節点荷重として載

荷する。

図 5.2中の点 1(x1=1.25，y1=1.25)における解析結果を図 5.3に示す。鉛直応力は解析

領域に依存しない結果となった。反対に水平応力は解析領域の拡大と共に増加していたが，

解析領域が幅 300mを超えると応力の増加が緩やかになり，解析領域の影響が減少してい

ることを確認した。従って，解析領域を幅 300mと決定をして数値解析を行っていく。

図 5.2　幅 300mでの有限要素解析モデル

表 5.1　帯荷重問題に関する材料パラメーター（微小変形）
パラメーター 記号 数値
ラメ定数 λ (kPa) 100.0

ラメ定数 µ (kPa) 50.0

等分布荷重 p (kPa) 0.1

図 5.3　解析領域の違いによる応力分布
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(b) 解析結果

積分点数が 4つの場合はそれらの平均値を，9つの場合は各要素の中央積分点の値を出

力して結果をまとめた。メッシュサイズは正方形で幅 2.5m，0.833m，0.5m，の 3パター

ンである。

図5.2に示す点1(x1=1.25，y1=1.25)，点2(x2=3.75，y2=3.75)，点3(x3=6.25，y3=6.25)，

点 4(x1=1.25，y1=6.25)，点 5(x1=6.25，y1=1.25)における各応力を図5.4，図5.5，図5.6

に示す。図中の黒点線は解析解を表す。鉛直およびせん断応力はメッシュサイズを細分化

により解析解に収束することを確認した。水平応力は載荷位置に近い点においては解析解

に収束していくが，遠い点においては過小評価する傾向にあった。

次にメッシュサイズ 2.5mと 0.5mの数値解と解析解の誤差に絶対値を用いて計算した

Order of accuracyを表 5.2，表 5.3，表 5.4に示す。各方向の応力に関して，各積分点の

平均値から求めたケース 1，2は積分点中央の値から求めたケース 3と比較して，pの変動

幅が大きくなる傾向にあった。鉛直応力とせん断応力は形状関数の次数が二次であれば，

Order of accuracyは 1.5から 2次精度であることを確認した。水平応力は一部で負値を観

測し，メッシュサイズを細分化することにより数値解の精度が悪くなる傾向を示した。水

平応力は，鉛直応力と異なり解析領域の影響も受けていたことから，数値解を求めるにあ

たり解析条件が適切であったかどうか検証することが課題である。

表 5.2　鉛直応力のOrder of accuracy

ケース 形状関数 積分点数 点 1 点 2 点 3 点 4 点 5

1 一次 4つ 1.81 1.69 1.91 1.90 0.15

2 二次 4つ 1.96 2.83 2.04 1.93 2.51

3 二次 9つ 2.12 1.51 2.06 1.79 1.87

表 5.3　水平応力のOrder of accuracy

ケース 形状関数 積分点数 点 1 点 2 点 3 点 4 点 5

1 一次 4つ 1.32 0.33 0.18 -0.97 0.54

2 二次 4つ 1.64 0.54 0.16 -1.86 0.51

3 二次 9つ -0.03 0.77 0.43 -0.12 -0.22

表 5.4　せん断応力のOrder of accuracy

ケース 形状関数 積分点数 点 1 点 2 点 3 点 4 点 5

1 一次 4つ 0.93 1.92 2.93 1.81 4.22

2 二次 4つ 2.09 1.85 1.61 2.15 2.02

3 二次 9つ 2.49 2.02 1.61 2.16 1.96
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(a) 点 1 (x1=1.25，y1=1.25) (b) 点 2 (x2=3.75，y2=3.75)

(c) 点 3 (x3=6.25，y3=6.25) (d) 点 4 (x1=1.25，y1=6.25)

(e) 点 5 (x1=6.25，y1=1.25)

図 5.4　鉛直応力とメッシュサイズの関係
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(a) 点 1(x1=1.25，y1=1.25) (b) 点 2(x2=3.75，y2=3.75)

(c) 点 3(x3=6.25，y3=6.25) (d) 点 4(x1=1.25，y1=6.25)

(e) 点 5(x1=6.25，y1=1.25)

図 5.5　水平応力とメッシュサイズの関係
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(a) 点 1(x1=1.25，y1=1.25) (b) 点 2(x2=3.75，y2=3.75)

(c) 点 3(x3=6.25，y3=6.25) (d) 点 4(x1=1.25，y1=6.25)

(e) 点 5(x1=6.25，y1=1.25)

図 5.6　せん断応力とメッシュサイズの関係
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5.1.2 一次元圧密解析

土‐水連成解析の検証として圧密解析を扱う。微小変形圧密は Terzhagiの一次元圧密の

解析解 16, 17)，有限変形圧密はMorrisの一次元圧密の解析解 18)と比較する。解析領域は

幅 1m，深さ 10mの土柱モデルを用いた。土骨格変位の境界条件は，底面に全方向固定，

側面に水平方向固定を設定した。間隙水圧の境界条件は，地表面に水圧 0kPaを設定し上

面排水とした。圧密圧力 10kPaを地表面に等価節点荷重として与えた。初期条件として，

全ての節点間隙水圧に 10kPaを与えた。表 5.5に示す材料パラメーターを全要素に適用

した。土骨格変位には二次の形状関数と 9つの積分点を，間隙水圧には一次の形状関数と

4つの積分点を適用した。計算ステップ 50000，計算時間増分 10秒で解析を行った。

表 5.5　圧密解析における材料パラメーター
パラメーター 記号 数値（微小変形） 数値（有限変形）
間隙率 n 0.5 0.5

土粒子の実質密度 ρRs (t/m3) 1.00 1.00

間隙水の実質密度 ρRw (t/m3) 1.00 1.00

飽和透水係数 kws
0s (m/s) 1.00 × 10−4 1.00 × 10−4

間隙水の体積弾性係数 Kw (kPa) 1.00 × 1010 1.00 × 1010

ラメ定数 λ (kPa) 1000.0 100.0

ラメ定数 µ (kPa) 2000.0 50.0

重力加速度 g (m/s2) 0.0 0.0

(a) 微小変形圧密

Terzhagiの圧密方程式は次式で表される。

∂u

∂t
=

k

mvγw

∂2u

∂z2
= cv

∂2u

∂z2
(5.6)

ここで，uは過剰間隙水圧，kは透水係数，mvは体積圧縮係数，γwは水の単位体積重量，

cv は圧密係数である。この方程式を片面排水条件で解いた場合，ある深度と時間におけ

る過剰間隙水圧は次式で表される。

u(z, t) =
∞∑

m=0

2u0

M
sin

Mz

H
exp(−M2Tv)

M =
(2m+ 1)π

2

Tv =
cvt

H2
(5.7)

ここで，zは深度，mは任意の正の定数，Hは粘土層の層厚である。この解と数値解を比

較し，コード検証および解析検証を行った。
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メッシュ形状は長方形で，幅 1m，深さ 5m（2要素）と幅 0.3m，深さ 1.6m（18要素）

のメッシュサイズを用いる。地表面沈下量はモデル上面の節点，間隙水圧は各積分点の平

均値を要素中央での数値として出力した。それぞれのOrder of accuracy(=p)は解析解と

数値解の誤差に絶対値を適用して計算した。

圧密開始から 1000秒までの地表面沈下量の時刻歴を図 5.7に示す。圧密開始直後にお

いて数値解はメッシュサイズの影響を受けており，細分化により数値解が解析解に収束し

ていくことを確認できた。メッシュサイズに依らず圧密の進行とともに数値解が解析解に

収束しており，最終沈下量は解析解と一致した。

深度 2.5mと 7.5mの間隙水圧の時刻歴を図 5.8，図 5.9に示す。深度 2.5mでメッシュ

が粗い場合，圧密開始直後に間隙水圧を過小評価している。これは，一つの要素に初期間

隙水圧と間隙水の境界条件が含まれることに起因していると考えられる。間隙水圧も沈下

量と同様の傾向となり，メッシュサイズおよび深度に依らず圧密の進行とともに数値解が

解析解に収束していた。

地表面沈下量と深度 2.5mでの間隙水圧のOrder of accuracyの時刻歴を図 5.10に示す。

深度 7.5mでの間隙水圧のOrder of accuracyの時刻歴を図 5.11に示す。図 5.11中の 10

秒での pが算出されていないのは，メッシュサイズが細かい時に数値解と解析解の誤差が

ゼロとなっているためである。数値解がメッシュサイズの影響を受ける圧密開始付近にお

いて，格子収束に伴う正確さの次数は最大で，沈下量がおおよそ 2次精度，間隙水圧は 6

次精度であることを確認した。圧密の進行とともに数値解が解析解に収束することから，

pも減少していくことがわかる。

(b) 有限変形圧密

有限変形圧密の検証はMorris18)による一次元圧密の解析解と比較する。片面排水条件

において地表面に荷重が載荷されたとき，正規化間隙比Eは次式で表される。

E = R +
4(1−R)

π

∞∑
n=1,3,5

[
1

n
sin(

nπZ

2
) exp(

−n2π2T

4
)

]
(5.8)

ここに，Zは正規化物質座標，RはZ = 0時の正規化間隙比E，T は時間係数であり次式

で表される。

Z =
z

l
(5.9)

T =
gt

l2
(5.10)
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ここに，zは固相の物質座標，lは固相の高さ，gは圧密係数である。gが一定の条件で解

析解が求められており，圧密度U と併せて次式で表される。

g = − k(e)

γw(1 + e)

∂σ′

∂e
(5.11)

U(T ) = 1− −8

π2

∞∑
n=1,3,5

[
1

n2
exp(

−n2π2T

4
)

]
(5.12)

また，数値解析手法の構成式と整合させるため，(∂σ′/∂e)の算定には neo-Hookeanモデ

ルを適用した。neo-Hookeanモデルにおける土骨格のCauchy有効応力は式 (4.44)で表さ

れ，鉛直方向のみを考えた場合は次式で表される。

σ′
y =

µn

J
(J2 − 1) +

λn

J
ln JI (5.13)

よって，圧密係数 gにおける (∂σ′
y/∂e)は次式で計算される。

∂σ′
y

∂e
=

∂σ′
y

∂J

∂J

∂e
(5.14)

=

{
µ(1 +

1

J2
) +

λ

J2
(1− ln J)

}
1

1 + e0
(5.15)

ここで，e0は初期間隙比である。解析解の導出に対して gが一定と仮定しており，式 (5.14)

の条件下で gを一定とするために透水係数を次式で表す。

k(e) = k0sJ
(
∂σ′

y

∂e
)0s

∂σ′
y

∂e

(5.16)

= k0s
(2µ+ λ)J

µ(1 + 1
J2 ) +

λ
J2 (1− ln J)

(5.17)

ここで，k0sは変形前の初期透水係数である。

圧密開始から 1000秒までの地表面沈下量の時刻歴を図 5.12に示す。微小変形圧密と同

様の傾向を示し，開始直後において数値解はメッシュサイズの影響を受けており，細分化

により数値解が解析解に収束していくことを確認できた。メッシュサイズに依らず最終の

沈下量は解析解と一致した。

圧密開始から 1000秒までの深度 2.5mでの間隙水圧の時刻歴を図 5.13に示す。また，

深度 5.5mでの間隙水圧の時刻歴を間隙水圧の減少が開始する 1000秒から図 5.14に示す。

微小変形と異なり，深度の浅い位置ではどの時間においてもメッシュサイズの影響を受け

ていることが分かる。深度の深い位置では，圧密開始直後のみメッシュサイズの影響が見

られ，圧密の進行に伴ってその影響は減少していた。

地表面沈下量と深度 2.5mでの間隙水圧のOrder of accuracyの時刻歴を図 5.15に示す。

深度 7.5mでの間隙水圧のOrder of accuracyの時刻歴を図 5.16に示す。間隙水圧の解析
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解は論文内 18)で示されていないため，Richardson extrapolationを用いて pを計算した。

間隙水圧に関して，深度の浅い点ではどの時間においてもメッシュサイズの影響を受けて

いるため，pが減少することはなく 2次精度を保つ。地表面沈下量および深度の深い点の

間隙水圧では局所的に pが負値になることを確認したが，この時はメッシュサイズが粗い

場合でも数値解と解析解の誤差が限りなく小さい状況下であった。

図 5.7 　地表面沈下量の時刻歴
（微小変形）

図 5.8　 Pw（2.5m）の時刻歴（微小変形）

図 5.9　 Pw（7.5m）の時刻歴（微小変形）
図 5.10 　地表面沈下量と Pw

（2.5m）の pの時刻歴（微小変形）

図 5.11　Pw（7.5m）の pの時刻
歴（微小変形）

図 5.12　地表面沈下量の時刻歴
（有限変形）
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図 5.13 　 Pw（2.5m）の時刻歴
（有限変形）

図 5.14 　 Pw（5.5m）の時刻歴
（有限変形）

図 5.15 　地表面沈下量と Pw

（2.5m）の pの時刻歴（有限変形）
図 5.16　Pw（5.5m）の pの時刻
歴（有限変形）

5.2 解析検証

解析検証では，数値解析の妥当性確認で対象とする問題に対して格子収束性を確認する。

有限要素解析モデルを図 5.17に示す。土骨格変位の境界条件は底面を全方向固定，側面

を水平方向固定とした。間隙水圧の境界条件は，地表面に間隙水圧 0kPaを設定した。遠

心模型実験における盛土を等分布帯荷重として図 5.18に示す時刻歴で与えた。最終荷重

値は 2.0kPaである。用いたメッシュサイズは，h1 = 0.0025m，h2 = 0.005m，h3 = 0.01m

である。従って，メッシュサイズ比 r = 2となる。

有限変形問題として解析を行う。初期自重解析の後，圧密解析を実施した。時間積分パ

ラメータは γ = 1.0，β = 0.0である。粘性土地盤と排水層の構成式には，修正Cam-Clay

モデルと neo-Hookeanモデルを適用し，表5.6，表5.7に示す材料パラメーターを用いた。

圧縮指数および膨潤指数，限界状態応力比は三軸試験の標本に基づく平均値を用いた。

点 Aの鉛直沈下量の時刻歴を図 5.19に示す。メッシュサイズ h1，h2，h3に対応する

数値解をそれぞれ，f1，f2，f3とした。荷重が小さいときは，メッシュサイズに依らず数

値解が概ね等しかった。荷重が増加していくにつれ，f1，f2，f3のプロットがずれ，メッ

シュサイズの影響を受けていることが分かる。

次に点Aの鉛直沈下量のOrder of accuracy(p)の時刻歴を図 5.20に示す。pの計算には

Richardson extrapolationの式を用いた。全ての時間で，メッシュを細かくするほど数値
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解 f1に収束していく。荷重の小さいときは，メッシュサイズの影響が小さかった。しか

し，荷重が増加するほど pは大きくなり，最終的には 2次精度に近づくことを確認した。

数値解析の妥当性確認で着目する粘性土地盤の沈下量に関して，解析検証においてもコー

ド検証で求めた格子収束性と同程度の正確さの精度が得られた。

図 5.17　解析検証における有限要素モデル

図 5.18　帯荷重の時刻歴

表 5.6　粘性土地盤の材料パラメーター

　

パラメーター 記号 数値　
初期間隙率 n 0.557

土粒子の実質密度 ρRs (t/m3) 2.57

間隙水の実質密度 ρRw (t/m3) 1.00

飽和透水係数 kws
0s (m/s) 1.00×10−7

間隙水の体積弾性係数 Kw (kPa) 2.00×106

圧縮指数 λ 0.045

膨潤指数 κ 0.0064

限界状態応力比 M 1.368

拘束圧に依存しないせん断弾性係数 µ0(kPa) 10.0

過圧密度 OCR 1.0

ポアソン比 ν 0.333

重力加速度 g (m/s2) -9.8

表 5.7　排水層の材料パラメーター

　

パラメーター 記号 数値　
初期間隙率 n 0.72

土粒子の実質密度 ρRs (t/m3) 2.65

間隙水の実質密度 ρRw (t/m3) 1.00

飽和透水係数 kws
0s (m/s) 2.00×10−3

間隙水の体積弾性係数 Kw (kPa) 2.00×106

ラメ定数 λ (kPa) 150000.0

ラメ定数 µ (kPa) 100000.0
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図 5.19　点Aにおける鉛直沈下
量の時刻歴

図 5.20　点Aにおける鉛直沈下
量の pの時刻歴

5.3 まとめ

本章では，数値解析手法の検証としてコード検証および解析検証を実施した。コード検

証は解析解との比較を通じて解の一致および格子収束性を，解析検証は対象としている

問題に対して格子収束性を検証した。格子収束性の指標としてOrder of accuracyを適用

し，解析解が存在するときは数値解と解析解との誤差を用い，解析解が存在しないときは

Richardson extrapolationの式から求めた。

二次元応力解析，コード検証

帯荷重問題による地盤内応力に関する検証では，形状関数の次数や積分点数に依らず，

鉛直およびせん断応力の数値解は解析解に収束することを確認した。また，形状関数の次

数が二次以上であれば，Order of accuracyは 1.5から 2次精度であることを確認した。形

状関数の次数が一次のときはOrder of accuracyの変動が大きいが，2次に近い精度であっ

た。水平応力は，Order of accuracyが負値になるなど，鉛直およびせん断応力とは異な

る傾向を示した。水平応力の数値解を求めるにあたり解析条件が適切であったか検証する

ことが課題である。

圧密解析，コード検証

微小変形圧密における地表面の最終沈下量は解析解と一致することを確認した。圧密開

始付近でOrder of accuracyは 2次精度であった。間隙水圧も同様に圧密開始付近でOrder

of accuracyが増加して最大 6次精度であった。圧密の進行とともにメッシュサイズの影

響が減少した。

有限変形圧密における地表面の最終沈下量も解析解と一致することを確認した。圧密開

始付近でOrder of accuracyは 2次精度であった。深度の浅い位置での間隙水圧のOrder

of accuracyは圧密開始付近で大きく，圧密の進行とともに 2次精度で一定となる。深度
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の深い位置での間隙水圧および地表面沈下量に関して，局所的にOrder of accuracyが負

値に転じるが，メッシュサイズが粗い時に数値解と解析解の誤差が限りなく小さい状況下

であった。従って，Order of accuracyの次数が低くても，有限要素法の定式化に問題は

ないと判断できる。

解析検証

解析検証では，妥当性確認で対象とする問題に対して格子収束性を求めた。構成モデルに

は修正Cam-Clayモデルを用い，解析解は存在しないため，Order of accuracyはRichardson

extrapolationを適用した。

荷重が増加するにつれメッシュサイズの影響が見られた。荷重が増加するほどOrder of

accuracyは大きくなり，最終的には 2次精度に近づくことを確認した。従って，妥当性確

認で対象とする問題に対してもコード検証で得たOrder of accuracyと同程度の次数であ

ることを確認した。
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第6章 数値解析手法の妥当性確認

ここでは，数値解析手法の妥当性確認 (Validation)として，第 3章で示した遠心模型実

験を対象とした再現解析を実施する。三軸試験から得られた弾塑性パラメーターのばらつ

きや盛土荷重のばらつきを考慮して行う。ここでのパラメーターのばらつきには，供試体

の状態や計測誤差など種々のばらつきが含まれている。粘性土地盤の構成式には弾性関係

に拘束圧依存性を考慮した超弾性修正Cam-Clayモデルを，排水層には neo-Hookeanモデ

ルを適用した。

妥当性確認の指標としてMSRQ2)を適用する。MSRQは次式のように表される。

MSRQ =
1

|µexp|

∫ ∞

−∞
|Fexp(y)− Fnum(y)|dy (6.1)

ここで，µexpは実験値の平均値，Fexp(y)は実験値の累積密度分布，Fnum(y)は数値解の

累積密度分布である。実験値と数値解の累積密度分布で囲まれた面積を実験値の平均値で

除すことにより，妥当性確認の指標となる。ASME2)では妥当性確認の要求精度 10%以

下と提示されている。

6.1 弾塑性パラメーターのばらつきを考慮した数値解析

6.1.1 解析パラメーター

弾塑性パラメーターは第 2章の三軸試験結果より得られた平均値 µ，標準偏差 σに基づ

いて決定した。λ̂，κ̂，M に対して正規分布を仮定して正規乱数を 200組発生させた。正

規乱数は統計分析フリーソフトR19)を用いた。弾塑性パラメーターの正規乱数のヒスト

グラムを図 6.1から図 6.3に示す。弾塑性パラメーター組の一例と，その他の粘性土地盤

の材料パラメーターを表 6.1，表 6.2に示す。排水層の材料パラメーターは表 5.7と同様

である。初期間隙率は，遠心実験における予圧密載荷前の状態である，スラリー状粘土の

質量 20kg，含水比 50%，初期高さ 130mmと剛土槽の幅と奥行から湿潤密度を求めて算出

した。過圧密度について，予圧密載荷時ではスラリー状粘土であるため降伏応力が十分小

さく，載荷直後から変形が始まる。よって正規圧密状態 (OCR=1.0)と仮定した。

拘束圧に依存しないせん断弾性係数の感度解析

拘束圧に依存しないせん断弾性係数 µ0の決定に際して行った感度解析について示す。

盛土をモデル化し，粘性土地盤の µ0の変動が，天端中央の沈下量に与える影響を確認し，
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それに基づき決定した。盛土は不飽和土とし，有限変形理論で解析を行った。

感度解析に用いた有限要素解析モデルを図 6.4に示す。土骨格変位の境界条件は，底面

に全方向固定，側面に水平方向のみ固定とした。間隙水圧の境界条件は，粘性土地盤表面

に間隙水圧 0kPaを設定した。ただし，盛土と粘性土地盤の境界面には設定していない。

間隙空気の境界条件は，盛土表面に間隙空気 0kPaを設定した。計算時間増分は 0.6秒で

15250ステップで解析を行った。後退差分法なため，時間積分係数 γ = 1.0，β = 0.0とし

た。初期自重解析の後，図 6.5に示す遠心加速度を全ての要素に載荷する。盛土の構成式

には超弾性DPモデルを，水分特性曲線には LGモデルを適用した。感度解析における各

材料パラメーターを表 6.3，表 6.4に示す。排水層の材料パラメーターは表 5.7と同様で

ある。

天端中央の沈下量の時刻歴を図 6.6に示す。µ0が大きくなると，余分なせん断剛性を

与えていることにもなり沈下量が抑制されていた。また，100を超えると値によって沈下

量に明確な差がなかった。µ0 = 10のとき沈下量が最大値を取るが，余分なせん断剛性を

与えなくても済む。粘性土地盤の拘束圧に依存しないせん断剛性は計測もできておらず不

明なため，今回は µ0 = 10.0を適用した。

図 6.1　生成された圧縮指数 λ̂のヒストグラム

図 6.2　生成された膨潤指数 κ̂のヒストグラム
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図 6.3　生成された限界状態応力比M のヒストグラム

表 6.1　弾塑性パラメーター組の一例
No. λ̂ κ̂ M

1 0.047 0.0068 1.396

2 0.048 0.0061 1.389

3 0.042 0.0065 1.372

～ ～ ～ ～
198 0.038 0.0065 1.367

199 0.047 0.0066 1.382

200 0.038 0.0064 1.332

表 6.2　粘性土地盤の材料パラメーター
パラメーター 記号 数値　
初期間隙率 n 0.557

土粒子の実質密度 ρRs (t/m3) 2.57

間隙水の実質密度 ρRw (t/m3) 1.00

飽和透水係数 kws
0s (m/s) 1.00×10−7

間隙水の体積弾性係数 Kw (kPa) 2.00×106

拘束圧に依存しないせん断弾性係数 µ0(kPa) 10.0

過圧密度 OCR 1.0

ポアソン比 ν 0.333

重力加速度 g (m/s2) -9.8
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図 6.4　感度解析における有限要素モデル

表 6.3　感度解析における盛土の材料パラメーター
パラメーター 記号 数値
初期間隙率 n0s 0.44

土粒子の実質密度 ρsR(t/m3) 2.65

間隙水の実質密度 ρwR(t/m3) 1.0

間隙空気の実質密度 ρaR(t/m3) 1.0× 10−3

飽和透水係数 kws
0s (m/s) 1.0× 10−6

飽和透気係数 kas
0s(m/s) 1.0× 10−7

体積圧縮係数 Kw (kPa) 2.00× 106

Gas parameter (ΘR̄)−1(s2/m2) 1.25× 10−5

最小飽和度 swr 0.41

最大飽和度 sws 0.95

LGモデルのパラメーター alg 2.0

LGモデルのパラメーター blg -5.5

LGモデルのパラメーター clg 0.14

べき乗則モデルのパラメーター ξk 3.0

べき乗則モデルのパラメーター ηk 2.0

透水・透気係数の下限値の比 kmin/k 0.001

ラメ定数 λ̂ 1000.0

ラメ定数 µ 500.0

Drucker-Pragerモデルの材料パラメーター αdp 1.148

Drucker-Pragerモデルの材料パラメーター βdp 1.148

Drucker-Pragerモデルの材料パラメーター κ̂dp 0.002

等方硬化パラメーター Kd 1.0

等方硬化パラメーター Kv 1.0

70



表 6.4　感度解析における粘性土地盤の材料パラメーター
パラメーター 記号 数値　

拘束圧に依存しない
µ0(kPa)

10.0, 100.0, 200.0, 300.0,

せん断弾性係数 400.0, 500.0, 600.0

初期間隙率 n 0.459

土粒子の実質密度 ρRs (t/m3) 2.57

間隙水の実質密度 ρRw (t/m3) 1.00

飽和透水係数 kws
0s (m/s) 1.00×10−7

間隙水の体積弾性係数 Kw (kPa) 2.00×106

圧縮指数 λ̂ 0.086

膨潤指数 κ̂ 0.013

限界状態応力比 M 1.148

過圧密度 OCR -30.0

ポアソン比 ν 0.3

重力加速度 g (m/s2) -9.8

図 6.5　遠心加速度の時刻歴 図 6.6　天端中央の沈下量の時刻歴
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6.1.2 数値解析条件

均質地盤を仮定する。盛土部分をモデル化せず等価節点荷重として与え，遠心模型実験

に準じて 1) 初期自重解析 2) 予圧密載荷 3) 予圧密除荷 4) 盛土 1G 5) 盛土 50G の 5段階

に分けて再現解析を行った。

解析モデルは模型の対称性を利用して予圧密載荷前の半断面を用いて作成した。従っ

て，初期自重解析における解析モデルは幅 225mm，排水層高さ 50mm，粘性土地盤高さ

130mmである。全要素数は 5580，全節点数は 17045とし，粘性土地盤と排水層のメッシュ

サイズはそれぞれ正方形形状 (幅 0.25cm)と長方形形状 (幅 0.25cm，高さ 0.5cm)である。

土骨格変位の境界条件は，底面に全方向固定，側面に水平方向固定を設定した。間隙水圧

の境界条件は，地表面に水圧 0kPaを設定し上面排水とした。盛土載荷過程における有限

要素解析モデルを図 6.7に示す。

予圧密載荷過程では，モデル上面の全節点に表 3.2に示す予圧密圧力とその載荷時間を

等価節点荷重として与えた。盛土 50G過程では，表 3.3に示す遠心加速度とその載荷時

間を解析モデル全要素および盛土荷重に作用させた。盛土荷重は，目標締固め度 85%と

最適含水比 12.1%から湿潤密度と盛土質量を計算し，等価節点荷重としてモデル上面の

所定の範囲の節点に与えた。

初期自重解析は計算ステップ 2，時間増分 1.0秒である。予圧密載荷過程は計算ステッ

プ 1554，時間増分は 1ステップから 1386ステップまで 300秒，1387ステップから 1554ス

テップまで 600秒である。予圧密除荷過程は計算ステップ 120，時間増分 30.0秒である。

盛土 1G過程は計算ステップ 360，時間増分 30.0秒である。盛土 50G過程の計算ステップ

と時間増分は表 6.5に示す。また，予圧密載荷過程と盛土 50G過程は実験に即している

が，予圧密除荷過程と盛土 1G過程は実験での作業時間から概ねの時間を設定している。

初期自重解析のみ静的解析で残りの過程は全て準静的解析とした。また，全過程で有限

変形理論を適用した。収束判定誤差は，土骨格変位と間隙水圧に関する残差ノルムがそれ

ぞれ 1.0×10−8未満と 1.0×10−10未満を同時に満たすこととした。

6.1.3 解析結果

予圧密載荷過程における地表面沈下量のヒストグラムを図 6.8に，累積密度分布を図

6.9に示す。ヒストグラムの縦軸は相対度数を表し，各区間の頻度を総頻度で除した値で

ある。数値解の平均値は 17.37cm，変動係数は 6.99%であった。数値解の分布は実験値の

分布よりも過小評価する傾向にあり，平均値同士を比較すると約 13cmの差があった。そ

のため，妥当性確認の要求精度は 42%となり，満足しない。これは圧縮指数と膨潤指数

の設定が要因として考えられる。ここで設定した数値は，予圧密後の試料から取り出した

供試体を用いた三軸試験結果から得ており，予圧密前のスラリー状粘土の供試体から得て
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図 6.7　有限要素解析モデル

表 6.5　盛土 50G過程の計算ステップおよび時間増分
遠心加速度 (G) 計算ステップ 時間増分（秒） 総和時間（秒）

1-5 100 0.6 60

5 30 5.0 210

5-10 100 0.6 270

10 60 5.0 570

10-15 100 0.6 630

15 90 5.0 1080

15-20 100 0.6 1140

20 120 5.0 1740

20-25 100 0.6 1800

25 150 5.0 2550

25-30 100 0.6 2610

30 180 5.0 3510

30-35 100 0.6 3570

35 210 5.0 4620

35-40 100 0.6 4680

40 240 5.0 5880

40-45 100 0.6 5940

45 270 5.0 7290

45-50 100 0.6 7350

50 360 5.0 9150
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いない。予圧密前後の供試体では初期比体積や排水量が異なるため，圧縮指数と膨潤指数

が設定した数値よりも大きくなる可能性がある。予圧密載荷過程においては，スラリー状

粘土における圧縮指数を用いるべきではあるが，供試体の作製が難しい。そのため，圧縮

指数の設定が実験と解析で整合しておらず，沈下量に影響したと考えられる。

実験での沈下量の計測時間と整合させるため，盛土 1Gから盛土 50G過程における図

6.7中の地点AおよびBでの鉛直沈下量のヒストグラムを図 6.10，図 6.11に示す。盛土

50G過程において解析が収束しないケースが 9ケースあり，それらは含めずにヒストグラ

ムを描いた。ただし，数値解では盛土 1G過程での沈下量も含まれているが，実験ではこ

の過程の沈下量が計測されていないことに留意する。

地点Aにおいて実験値の最頻値よりも数値解の最頻値は過小評価しているが，分布と

して概ね重なる結果を得た。しかし，実験値の最頻値付近と重なる部分の数値解では，変

形モードが実験と異なっており，盛土載荷面に段差が発生していた。実験では盛土の載荷

面に段差はなく，滑らかな曲線状であった。この段差が要因となり沈下量が大きくなる傾

向にあった。数値解の最頻値付近では，盛土載荷面が滑らかな曲線状となり実験の挙動と

も整合していた。これらの変形モードの違いを図 6.12に示す。コンターは相当ひずみを

表す。変形モードの違いにより，相当ひずみの発生にも影響を与えている。地点Bにおけ

る数値解は顕著に偏る結果となった。地点Aのように数値解が分布しないことから，地

点Bは材料パラメーターの影響を受けていないことが分かる。

地点AおよびBの累積密度分布を図 6.13，図 6.14に示す。それぞれのMSRQは図中に

記載している。地点Aでは 10%以下となり妥当性確認の要求精度を満足する結果となっ

たが，変形モードの違いを含んだ状態である。地点 Bでは，数値解の偏りが大きいため

MSRQは満足しない。計測された沈下量が重なっていても，実験値と数値解で分布が異な

れば妥当性確認の要求精度を満足しないことになる。このように妥当性確認の要求精度を

満足しない場合は，その他の要因を抽出する。ここでは，盛土質量のばらつきと弾塑性パ

ラメーターの空間的なばらつきを抽出し，それらを考慮した解析については後述する。

図 6.8　地表面沈下量のヒストグラム（予圧密載荷）
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図 6.9　地表面沈下量の累積密度分布（予圧密載荷）

図 6.10　地点Aでの地表面沈下量のヒストグラム（盛土 1G～盛土 50G）

図 6.11　地点Bでの地表面沈下量のヒストグラム（盛土 1G～盛土 50G）

6.1.4 弾塑性パラメーターの影響

予圧密載荷過程で数値解が過小評価をした要因に圧縮指数 λ̂と膨潤指数 κ̂を挙げた。実

験値を再現するために解析パラメーターを改めた数値解析を実施した。材料パラメーター

は表 6.4に示す中で初期間隙率が 0.557，µ0 = 10.0と変更した。その他の解析パラメー

ターは表 5.7，表 6.2と同様である。

解析結果を示す。予圧密載荷過程における地表面沈下量は 30.5mmとなり，実験値と

概ね一致する結果を得た。盛土 1Gから盛土 50G過程での地点Aにおける鉛直沈下量は
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(a) 盛土載荷面が滑らかな場合 (実験と整合) (b) 盛土載荷面に段差が発生する場合

図 6.12　変形モードの違い (コンター：相当ひずみ)

図 6.13　地点Aでの地表面沈下量の累積密度分布（盛土 1G～盛土 50G）

図 6.14　地点Bでの地表面沈下量の累積密度分布（盛土 1G～盛土 50G）

9.36mmとなり，実験値を過大評価する結果を得た。ただし，沈下量が増加しているにも

関わらず，変形モードは実験と整合しており，盛土載荷面が滑らかな曲線となっていた。

λ̂，κ̂，M を改めるだけで，数値解と変形モードが大きく変化することから，数値解に与

える弾塑性パラメーターの影響は大きいと考えられる。
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6.2 弾塑性パラメーターと盛土荷重のばらつきを考慮した数値解析

6.2.1 解析パラメーター

次に，前節の弾塑性パラメーター λ̂，κ̂，Mに加えて，盛土荷重のばらつきを考慮する。

実験で計測された盛土質量の平均値と標準偏差から，正規分布を仮定して 200組の正規乱

数を作成した。生成した盛土質量の正規乱数を図 6.15に示す。作成された 200組の盛土

質量から盛土荷重を算出し，等価節点荷重として与えた。弾塑性パラメーターは前節のも

のを利用する。弾塑性パラメーターと盛土質量の組み合わせの一例を表 6.6に示す。ただ

し，数値解析では半断面なため，実際に入力されている盛土質量は半分である。その他の

解析パラメーターは表 5.7，表 6.2と同様である。

図 6.15　盛土質量のヒストグラム

表 6.6　弾塑性パラメーターと盛土質量の組み合わせの一例
No. λ̂ κ̂ M 盛土質量 (kg)

1 0.047 0.0068 1.396 2.23

2 0.048 0.0061 1.389 2.07

3 0.042 0.0065 1.372 2.13

～ ～ ～ ～ ～
198 0.038 0.0065 1.367 2.09

199 0.047 0.0066 1.382 2.00

200 0.038 0.0064 1.332 2.19

6.2.2 数値解析条件

均質地盤を仮定する。前節と比較して盛土荷重のみが違うため，3) 予圧密除荷過程ま

では前節と同様である。従って，前節の 3)予圧密除荷過程を引き継ぎ，新たに 4)盛土 1G

過程から解析を行った。有限要素モデルや境界条件，収束判定誤差は前節と同様である。

また，盛土 1Gおよび盛土 50G過程の計算ステップおよび時間増分も前節と同様である。
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6.2.3 解析結果

盛土 1Gから盛土 50G過程における図 6.7中の地点Aおよび Bでの鉛直沈下量のヒス

トグラムを図 6.16，図 6.17に示す。盛土 50G過程において解析が収束しないケースが

13ケースあり，それらは含めずにヒストグラムを描いた。地点Aでは，盛土荷重の影響

により沈下量分布に変化が見られ，実験値の最頻値よりも過大評価する数値解の割合が増

加した。実験の最頻値よりも過大評価している部分では，前節と同様盛土載荷面に段差が

発生していた。地点 Bでは前節から分布に変化は見られない。従って，地点 Bの沈下量

のばらつきに，盛土荷重のばらつきの影響は小さいと考えられる。

次に，地点AおよびBの累積密度分布を図 6.18，図 6.19に示す。地点Aでは，実験値

の最頻値よりも過大評価する数値解の割合が増加したため，MSRQが前節よりも増加した。

妥当性確認の要求精度 10%は満足しているが，地点Aの沈下量のばらつきとMSRQに盛

土荷重の影響があると考えられる。地点Bでは分布に変化が見られなかったため，MSRQ

も同程度の数値となった。

図 6.16　地点Aでの地表面沈下量のヒストグラム（盛土 1G～盛土 50G）

図 6.17　地点Bでの地表面沈下量のヒストグラム（盛土 1G～盛土 50G）
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図 6.18　地点Aでの地表面沈下量の累積密度分布（盛土 1G～盛土 50G）

図 6.19　地点Bでの地表面沈下量の累積密度分布（盛土 1G～盛土 50G）

6.3 弾塑性パラメーターの空間的なばらつきを考慮した数値解析

6.3.1 数値解析条件

実験では予圧密載荷過程の時点で，スラリー状粘土内に間隙空気が存在したり，含水比

が地点毎に異なっていることも考えられる。ここでは，解析結果に影響を与える弾塑性

パラメーターが空間的なばらつきを有していると仮定して解析を実施した。粘性土地盤

のみ空間的なばらつきを表現し，粘性土地盤の各要素に適用する場合（パターンA），要

素群（横 0.0125m×縦 0.005m）を作成し，その要素群に同一の解析パラメーターを適用

する場合（パターンB）とした。1回の解析で発生させる正規乱数の数はパターンAの時

4680，パターンBの時 468である。λ̂，κ̂，M の間に相関性はないと仮定して，正規乱数

は統計分析フリーソフトRを用いた。パターンAおよびBの弾塑性パラメーターの空間

分布図を図 6.20，図 6.21に示す。その他の解析パラメーターは表 5.7，表 6.2と同様で

ある。盛土質量のばらつきは考慮しないため，目標締固め度 85%と最適含水比 12.1%か

ら湿潤密度を計算し，等価節点荷重として与えた。各過程での計算ステップ，時間増分も

前々節と同様である。数値解析は両パターンとも 100回実施した。
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6.3.2 解析結果

はじめに，パターンAおよびBにおける予圧密載荷過程での地点Aの沈下量のヒスト

グラムを図 6.22，図 6.23に示す。不均質性を仮定した場合でも，弾塑性パラメーターの

平均値付近の値が粘性土地盤の各要素に適用されている。そのため，数値解の分布幅は狭

くなった。今回は 50ケース分の結果であるが，ケース数を増加させても数値解の分布幅

に大きな影響を与えないことが予想される。パターンBはパターンAと比較して若干の

幅を有しているが，実験値の分布よりも過小評価する点では変わらない。

パターンAおよびBにおける予圧密載荷過程での地点AおよびBの沈下量の累積密度

分布を図 6.24，図 6.25に示す。パターンA，Bともに，数値解は実験値よりも過小評価

する傾向にあるため，MSRQは顕著に大きくなっている。MSRQが均質地盤を仮定した時

の結果と比較しても同程度であるため，予圧密載荷過程において不均質性の影響は小さい

と考えられる。

次に，パターンAおける盛土 1Gから盛土 50G過程での地点A，Bの沈下量のヒストグ

ラムを図 6.26，図 6.27に，パターンBのそれらを図 6.28，図 6.29に示す。地点Aでは

パターンA,Bともに，均質地盤の解析結果と比較して，実験値よりも過大評価する傾向

となった。また，予圧密載荷過程と比較して分布の幅を有することから，盛土 1G～盛土

50G過程では弾塑性パラメーターの空間的なばらつきの影響があるといえる。地点 Bで

は均質地盤の解析結果と同様の結果を示したため，弾塑性パラメーターの空間的なばらつ

きの影響はないといえる。

次に，パターンAおける盛土 1Gから盛土 50G過程での地点A，Bの沈下量の累密度分

布を図 6.30，図 6.31に，パターン Bのそれらを図 6.32，図 6.33に示す。地点Aでは，

パターンに依らずMSRQが増加し妥当性確認の要求精度を満足しない結果となった。地

点 Bでも，パターンに依らずMSRQの妥当性確認の要求精度を満足せず，均質地盤を仮

定した時と同様の結果を得た。
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(a) λ̂− κ̂の空間分布 (b) M の空間分布

図 6.20　弾塑性パラメーターの空間分布の一例（パターンA）

(a) λ̂− κ̂の空間分布 (b) M の空間分布

図 6.21　弾塑性パラメーターの空間分布の一例（パターンB）

図 6.22　地点Aでの地表面沈下量のヒストグラム（パターンA，予圧密載荷）
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図 6.23　地点Aでの地表面沈下量のヒストグラム（パターンB，予圧密載荷）

図 6.24　地点Aでの地表面沈下量の累積密度分布（パターンA，予圧密載荷）

図 6.25　地点Aでの地表面沈下量の累積密度分布（パターンB，予圧密載荷）
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図 6.26　地点Aでの地表面沈下量のヒストグラム（パターンA，盛土 1G～盛土 50G）

図 6.27　地点Bでの地表面沈下量のヒストグラム（パターンA，盛土 1G～盛土 50G）

図 6.28　地点Aでの地表面沈下量のヒストグラム（パターンB，盛土 1G～盛土 50G）
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図 6.29　地点Bでの地表面沈下量のヒストグラム（パターンB，盛土 1G～盛土 50G）

図 6.30　地点Aでの地表面沈下量の累積密度分布（パターンA，盛土 1G～盛土 50G）

図 6.31　地点Bでの地表面沈下量の累積密度分布（パターンA，盛土 1G～盛土 50G）
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図 6.32　地点Aでの地表面沈下量の累積密度分布（パターンB，盛土 1G～盛土 50G）

図 6.33　地点Bでの地表面沈下量の累積密度分布（パターンB，盛土 1G～盛土 50G）
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6.4 数値解析結果に対するPIRT

地点A，Bによって数値解析結果のばらつきの傾向が異なるが，数値解析結果に対する

PIRTを以下に示す。要因を明記し，それについての説明も加えた。影響度のランク付け

の基準は，解析結果 (沈下量やその分布)に影響を与える項目はHIgh，影響はするが解析

で考慮すべき項目はMid，解析結果 (沈下量やその分布)に影響を与えない項目は Lowと

した。数値解析では地点AとBに分けてまとめる。地点Aでは荷重が作用するため，弾

塑性パラメーターや盛土質量のばらつきを考慮すると沈下量や分布に変化があったため，

解析結果に影響すると判断した。地点 Bでは，解析結果に変化が見られなかったため影

響はない。その他の項目は考慮すべき項目である。有限要素モデル化に関して，本研究で

は予圧密載荷から解析をするため盛土をモデル化しなかった。盛土の影響を見るために

は，この予圧密載荷の過程を仮定しなければならない。その仮定条件下でも感度解析を実

施し，それぞれの影響度を検討していく必要がある。

表 6.7　数値解析結果に対する PIRT

　
要因 影響度 (A) 影響度 (B)

弾塑性パラメーター：地点Aのように大きな荷重が作用する地点では
この影響が見られた。分布だけでなく沈下量や変形モードにも影響を
与える。

High Low

弾塑性パラメーターの空間的不均質性：計測はできないが実験結果の
含水比や間隙比の不均質性から，弾塑性パラメーターも不均質である
と考えられる。

High Low

盛土質量のばらつき：盛土が完成した時点のばらつきは解析でも考慮
できるが，遠心載荷中の風力による盛土および粘性土地盤の乾燥に伴
う盛土質量の時刻歴変化を再現できるかどうか。

High Low

計算時間増分：細かい場合は計算に時間がかかり，粗い場合は計算結
果が正しくない可能性がある。こちらも感度解析を実施して，適切な
計算時間増分を設定する。格子収束性と類似するため，解析検証の段
階で把握することが望ましい。

Mid Mid

有限要素モデル化：土骨格変位や間隙水の境界条件の設定が実験と整
合しているか。盛土をモデル化せずに等価節点荷重として与えたこと
が適切か。

Mid Mid

盛土の剛性：盛土のモデル化を行えば，剛性の影響も考慮できる。 Mid Mid

構成モデルの適用範囲：地点Aは一次元挙動に近く，地点Bは二次元
挙動となる。これらの挙動を表現するために修正Cam-Clayモデルが
適切か。

Mid Mid
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6.5 まとめ

本章では，数値解析手法の妥当性確認として遠心模型実験を対象とした再現解析を実施

した。三軸試験から得られた弾塑性パラメーターのばらつきや盛土荷重のばらつきを考

慮して行う。ここでの弾塑性パラメーターのばらつきには，供試体の状態や計測誤差など

種々のばらつきが含まれている。妥当性確認の要求精度の指標にMSRQを適用した。粘

性土地盤を均質と仮定し，弾塑性パラメーターのばらつきと盛土質量のばらつきを考慮し

た。粘性土地盤を不均質と仮定し，弾塑性パラメーターを空間的不均質を考慮した。

予圧密載荷過程では，どの解析においても実験値よりも過小評価する結果となった。そ

れに対応して，MSRQは妥当性確認の要求精度を満足しなかった。この過程においては，

弾塑性パラメーターのばらつきやその空間的なばらつきは沈下量に影響を与えなかった。

盛土 1G～盛土 50G過程について示す。地点Aでは，均質地盤を仮定し弾塑性パラメー

ターや盛土質量のばらつきを考慮すると，数値解の沈下量の最頻値は過小評価する傾向

にあったが，実験値の分布と重なる結果を得た。不均質性を考慮すると，数値解は実験値

より過大評価し，分布の幅も変化した。妥当性確認の要求精度を満足する場合もあるが，

実験で観察される変形モードとは異なる数値解が含まれることが課題である。妥当性確

認の精度要求は，ASMEでは沈下量 (着目する物理量)と分布から判定するが，変形モー

ドも加味して判定しなければならないと考えられる。地点Bでは，どの解析においても，

実験値と数値解の沈下量は重なるがその分布に大きな偏りが見られ，その傾向に変化は見

られなかった。そのため，本研究で考慮した要因は影響していないと判断できる。沈下量

自体は整合しているが，ASMEの妥当性確認の精度要求では満足しないと判断される。

妥当性確認の要求精度を満足しない場合は，沈下量に影響を与えるその他の要因を抽

出する必要がある。PIRTでも提示したように，盛土のモデル化がされておらず等価節点

荷重として与えたことの影響，盛土の剛性の影響，間隙水の境界条件の設定，構成式の適

用限界，その他の材料パラメーターの影響，等が考えられる。これらを考慮した数値解析

を行い，それぞれの影響度を把握する必要がある。また，妥当性確認の要求精度を満足し

た時点で妥当性確認を終了をすべきではない。多数対多数の比較により客観性はもつが，

結果に与える要因が多数あるため，偶然満足したことも十分考えられる。要因の抽出・影

響度の把握を繰り返し行い，データを蓄積していく必要があると考えられる。
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第7章 結論

本研究では，工学シミュレーションや数値解析の信頼性保証の考え方であるVerification

& Validation(V&V，検証と妥当性確認)を，粘性土地盤の圧密およびせん断変形問題に

適用した。所期の利用目的 (IU)を粘性土地盤の変形予測として，着目する物理量を粘性

土地盤の沈下量と設定した。これらに対して，実験では遠心模型実験と三軸試験を実験条

件や手順を確立した後複数回実施した。数値解析では，数値解析手法の性能確認のため，

対象とする問題に対するコード検証と解析検証を実施した。次に，対象とする問題に関す

る実験を多数を行い，従来の実験と解析の一対一比較ではなく多数対多数の比較を通じ

た，客観性をもった数値解析の妥当性確認を行った。粘性土地盤の圧密およびせん断変形

に関するPIRT(Phenomena Identification and Ranking Table)を作成し，この問題に対す

るV&Vの適用性について検討した。

三軸試験

三軸試験では，数値解析に用いる弾塑性パラメーターである圧縮指数，膨潤指数，限界

状態応力比のばらつきを得た。ここでのばらつきには供試体の状態や計測誤差が含まれて

おり，実験過程毎に結果に影響を与える各要因について明記した。

供試体の状態として，体積，全体質量，炉乾燥質量，含水比，初期間隙比が挙げられた。

この中で含水比と初期間隙比の変動係数が大きくばらつきが見られた。また，全体質量，

炉乾燥質量，含水比のばらつきの程度から間隙水量にばらつきが確認された。間隙比は，

圧密の進行とともにばらつきが増幅することを確認した。

今後の課題

• 各要因に対する定量的評価をするために検証実験を実施しなければならない。検証
できる要因は人的制御ができる項目に限定されるが，それらの影響度を把握するこ

とが必要となる。

• 弾塑性パラメーターは近似線より得られる。本研究では著者の考えに基づき決定を
したが，人の考えによるばらつきを除去するため線形近似であれば最小二乗法の手

法を用いる。
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遠心模型実験

粘性土地盤の圧密およびせん断変形を対象とした遠心模型実験を実施し，沈下量のばら

つきを得た。沈下量のばらつきの要因には，盛土質量のばらつきや盛土と粘性土地盤の含

水比の不均質性を挙げた。遠心載荷中の風力の影響により盛土の含水比が変化し，盛土質

量が時刻歴で変化していることを示唆したため，初期状態のばらつきだけでなく，実験中

にばらつきが増幅することが考えられる。また，含水比の変化は模型を遠心装置に設置す

る間でも起こり得るため，作業時間を統一する必要があった。

今後の課題

• 三軸試験と同様であり，各要因に対する検証実験とその影響度を把握する必要があ
る。盛土法面勾配や粘性土地盤の高さの幾何形状は人的制御が可能なため，検証実

験を実施できる。

• 本研究では盛土真下および法尻の粘性土地盤の沈下量に着目したが，法尻と壁面ま
での間の沈下量についても同様に検討する必要がある。壁面摩擦力の影響や数値解

析で適用する境界条件の設定に活用する。

数値解析の検証

数値解析手法の検証としてコード検証および解析検証を実施した。コード検証は解析解

との比較を通じて解の一致および格子収束性を，解析検証は対象としている問題に対して

格子収束性を検証した。格子収束性の指標としてOrder of accuracyを適用した。

コード検証の帯荷重問題による地盤内応力に関する検証では，鉛直およびせん断応力の

数値解は解析解に収束することを確認した。形状関数の次数が二次以上であれば，Order

of accuracyは 1.5から 2次精度であることを確認した。形状関数の次数が一次のときは

Order of accuracyの変動が大きいが，2次精度に近い。水平応力はOrder of accuracyが

負値になるなど，鉛直およびせん断応力とは異なる傾向を示した。

コード検証の圧密解析において，微小変形問題では Terzhagiの一次元圧密解を，有限

変形問題ではMorrisによる圧密解を対象とした。微小変形圧密における地表面の最終沈

下量は解析解と一致することを確認した。沈下量に関するOrder of accuracyは圧密開始

付近で 2次精度であった。間隙水圧も同様に圧密開始付近でOrder of accuracyが増加し

て 2次精度以上であった。圧密の進行とともにメッシュサイズの影響が減少した。有限変

形圧密における地表面の最終沈下量も解析解と一致することを確認した。圧密開始付近で

Order of accuracyは 2次精度であった。深度の浅い位置での間隙水圧は圧密開始付近で
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大きく，圧密の進行とともに 2次精度で一定となる。深度の深い位置での間隙水圧および

地表面沈下量は，局所的にOrder of accuracyが負値に転じるが，メッシュサイズが粗い

時に数値解と解析解の誤差が限りなく小さい状況下であった。

解析検証では，妥当性確認で対象とする問題に対して格子収束性を求めた。荷重が増

加するほどOrder of accuracyは大きくなり，最終的には 2次精度に近づくことを確認し

た。沈下量に関するOrder of accuracyはコード検証で得た次数と同程度であることを確

認した。

今後の課題

• 地盤内応力に関するコード検証では水平応力が解析解に収束しない結果となった。
水平応力は解析領域の影響も受けることから，その他の解析条件が整合しているか

確認しなければならない。

• 格子収束性の指標Order of accuracyを適用するにあたり，その閾値を設定する。地

盤工学では土骨格変位と間隙流体の連成解析であり，形状関数の次数や積分点数が

Order of accuracyに対する影響をさらに検証しなければならない。Order of accuracy

の閾値を求めることにより，地盤工学における有限要素法の正確さに対する検証が

進むと考えられる。

数値解析の妥当性確認

遠心模型実験を対象に，三軸試験で得られた弾塑性パラメーターや盛土質量のばらつ

き，弾塑性パラメーターの空間的不均質性を考慮した再現解析を実施した。妥当性確認の

要求精度の指標として，実験値と数値解の累積密度分布に囲まれた面積を実験値の平均値

で除したMSRQを適用した。

均一地盤と仮定し弾塑性パラメーターのばらつきを考慮した場合，法肩真下 (本文中の

地点A)の粘性土地盤の沈下量のMSRQは，ASMEで提示されている 10%以内を満足し，

数値解に妥当性があると判断される。しかし，この数値解には実験では観察されなかった

挙動も含まれている。法尻 (本文中の地点B)の粘性土地盤の沈下量のMSRQは 10%より

も顕著に大きい。これは，数値解の沈下量分布は実験値と重なっているが，数値解に大き

な偏りが発生すると妥当性確認の要求精度を満足しない。

均一地盤を仮定し弾塑性パラメーターと盛土質量のばらつきを考慮した場合，地点 A

のMSRQは若干増加し，盛土質量の影響が見られた。また数値解の沈下量分布にも変化

があった。地点 Bの沈下量のMSRQあるいは数値解の沈下量分布には変化がなく，盛土

質量のばらつきの影響はなかった。

90



弾塑性パラメーターの空間的不均質性を考慮するため，要素群を 2パターン準備した。

地点AのMSRQは両パターンとも 10%よりも大きくなり不均質性の影響が確認された。

数値解の沈下量分布が実験値よりも過大評価する傾向になり偏りも見られた。地点 Bの

MSRQは不均質性を考慮しても傾向に変化がなかったため，その影響はないと考えられる。

今後の課題

• 妥当性確認の要求精度に関して，本研究ではASMEに倣い 10%と設定した。本研究

の事例ではこれを満足する場合が見られたが，実験と解析で変形モードが異なると

いう課題も見られた。また沈下量が重なっていても分布に偏りがあるためにこれを

満足しないと判定される場合もあった。地盤工学にV&Vを適用するにあたり，単に

妥当性確認の要求精度を満足するか否かの判定に留まってはいけないと考えられる。

• 上記の課題もあるため，妥当性確認の要求精度を満足した時点で妥当性確認を終了
をすべきではない。多数対多数の比較により客観性はもつが，結果に与える要因が

多数あるため，偶然満足したことも十分考えられる。各章の PIRTにあるように要

因の抽出・影響度の把握を繰り返し行い，データを蓄積していく必要がある。

• 地盤工学において妥当性確認ができる事例についてはV&Vの適用を進め，それぞ

れの問題に対して妥当性確認の要求精度を設定する必要がある。
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